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概 要 
企業における不祥事は、顧客、株主、従業員その他のステークホルダーに対して負の影響を及ぼす。
とりわけ、上場企業は、相対的に規模が大きく、投資家を含めた多数のステークホルダーが存在する。
そのため、不祥事についての説明責任が生じ、徹底した原因究明とそこから導かれる対策を宣言し実行
することが強く要請されている。筆者が携わる弁護士業務の１つとして、第三者委員会の職務がある。
同委員会において的確かつ有効な対策を提言するためには、事実認定と原因分析を精緻に行う必要があ
る。しかしながら、筆者は実際に発生した企業不祥事を俯瞰した知見を持ち合わせていない。そこで、
国内上場企業における不祥事の内容及び原因の傾向を明らかにし、実務に役立てるべく本研究を行った。 
本研究では、改めて基本的概念を確認し、法律論文ではない先行研究を取り上げた。そのうえで、
第三者委員会により作成及び公表された調査報告書が、企業が外部の力を利用して最も真摯に不祥事に
迫るものであり、不祥事対応の中で重要な位置づけを有する点に着目して、かかる調査報告書を筆者自
ら精査し、かつ、統計解析ソフトウェア（R）を用いてテキストマイニングすることによって、不祥事の
内容及び原因の傾向を調査した。  
その結果をもとに、先行研究との対比も含めて考察を行ったところ、不祥事全体の傾向・トレンド
として不正会計が最も多く、次いで品質偽装のカテゴリーの事案が多いこと、及び品質偽装の件数がこ
こ３年で急激に増加していることが観察された。この理由としては、いずれも開示の必要性が高い類型
であり、品質偽装に対する世間における問題意識の高まりによって発覚が相次いだものと推察される。
また、不正会計は収益又は費用を人為的に操作し最終的な利益額を多く見せかけるものが多く、経営中
枢にて実行される一方で、品質偽装は法令ないし公的規格の不遵守と比肩して顧客仕様の不遵守のもの
も多く、相当数の社員を巻き込んで組織的に実行される傾向が観察された。  
不祥事の理由として、全体的に、コンプライアンス意識の欠如やリスク管理が不十分であることに
加え、不正会計では、売上等の数値達成のプレッシャー及び監査部門のチェックの実効性欠如が、品質
偽装では、納期遵守のプレッシャー及びリソース欠如が、それぞれ傾向として観察された。さらに、先
行研究との対比により、先行研究の知見と概ね同様の傾向を示すことが確認できたのと同時に、調査報
告書ではハード面の要素の指摘が多いという相違も観察され、認定主体が外部者か内部者かという点に
起因しているものと考えられた。  
本研究は、その前提となる調査対象及び方法に起因する限界はあるものの、得られた上記知見は先
行研究とは異なる発見も含まれており、また、例えば第三者委員会の調査時に原因要素の視点を与える、
又は内部者の視点を補完すべく先行研究における質問項目を利用したアンケートを実施する等、具体的
に実務で応用できうる点において意義がある。  
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第１章 序論 
 
企業における不祥事は、顧客、株主、従業員その他のステークホルダーに対して
負の影響を及ぼす。不祥事を予防するために、会社法及び金融商品取引法といった
ハードロー 1、証券取引所が定める上場規程及びコーポレートガバナンス・コード
といったソフトロー 2が整備され、その当否はともかくとして規制によるアプロー
チが進んでいることは顕著な事実である。  
しかしながら、それでも不祥事は起きてしまうのが現実である。不祥事それ自体
は肯定されるべきものではないが、人間（法律上の自然人）誰もが間違いを犯すこ
とがあるのと同様に、その人間の集合体である企業（法律上の法人）も間違いを犯
すことがあるのは原理的に不可避である。  
したがって、不祥事の発生を可及的に予防することと同時に、発生した不祥事に
どう向き合い、どう対応するかが、不祥事を糧にして経営を持続し、さらなる成長
をしていくためには重要である。実際に、不祥事が起きた場合には多数のステーク
ホルダーとの関係で事実についての説明責任が生じ、徹底した原因究明とそこか
ら導かれる対策を宣言し実行することが、当該ステークホルダーからの信頼を回
復するための直截かつ有効な手段であることが実務においても認知されつつある。 
筆者は弁護士であるが、かかる不祥事の一連の対応（以下「不祥事対応」という。）
は、企業法務に携わる弁護士業務の１つである。弁護士は、日常的に、法律効果が
発生するか否かにつき、法律要件に該当する事実の存否を多様な証拠及び他の事
実をもとに認定及び評価する業務を行っている。その素養を活かして、客観的見地
から、不祥事の事実を認定し、原因を分析したうえで取るべき対策を提言するのが
不祥事対応である。クライアント企業が危機を健全に乗り越え、信頼を回復し、今
一度飛躍することが実現すべき価値である。  
的確かつ有効な対策を提言するためには、認定した事実を基礎に、その原因を精
緻に分析することが求められる。しかしながら、実際に発生した企業不祥事を俯瞰
した知見を、筆者は寡聞にして知らない。そこで、国内上場企業における不祥事の
内容及び原因の傾向を明らかにし、実務に役立てるべく本研究を行った。本稿は、
本研究の成果を纏めたものである。  
具体的には、第２章において、企業不祥事に関する基本的概念を確認し、第３章
において企業不祥事に関する先行研究を取り上げる。そして、第４章で、本研究に
おいて行った調査の概要と結果を整理する。第５章では、かかる結果を踏まえた考
察を行い、第６章で結論として、本研究で得られた知見を振り返ったうえで、その
意義、実務的応用可能性と限界を記した。   
                                                     
1  国家によって制定され、国家によって執行・実現される規範。  
2  国会以外の主体が定め、実現される規範。  
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第２章 企業不祥事に関する基本的概念 
 
 
第１節 不祥事対応 
 
１ 企業「不祥事」の定義 
 
「不祥事」は法律上定義された語ではなく、その意味は一義的に明確となってい
るものではない。もっとも、実務上は企業の事業上又は事業に関連する犯罪行為そ
の他の法律違反行為に限られず、その射程は契約違反行為、不正・不適切な評価と
して社会的に非難されるべき行為等まで及ぶと解されることが多い。  
不祥事（何に違反したのか）は、コンプライアンス（何を守るべきか）の概念と
表裏一体である。それ故、不祥事の意味を考える際には、企業は、法令だけ遵守し
ていることで足りるか、という問いを考えると理解が容易である。  
企業は規模が大きくなればなるほど、また、株式公開することによって、ステー
クホルダーが急激に増加することは顕著な事実である。顧客、従業員のみならず、
地域・社会の住民（市民）以外に、多数の投資家も含まれることになる。これらの
ステークホルダーの信頼を維持し、企業価値の毀損を回避し、向上させていくこと
がコンプライアンスの目的である。よって、コンプライアンス概念において遵守す
べき対象は、法令にとどまらず社会的規範も含むことは至極当然といえる。  
したがって、「不祥事」も、法令違反行為にとどまらず、ステークホルダーから
の信頼を喪失する又は企業価値の毀損をもたらすような社会的規範違反行為を取
り込んで考えることが適切である。本稿においても、以上の考え方を前提とする。  
 
２ 不祥事対応の基本プロセス 
 
不祥事が生じた場合において企業がとるべき対応は、「端緒」、「事実調査」、「評
価」及び「対処」の４段階のプロセスからなる 3。まず、不祥事の端緒を得る。具
体的には、内部監査、内部通報、監査法人からの指摘その他外部からの追及等によ
ることが多い。次に、事実関係を調査して、認定する。実効的な調査を徹底して行
うために調査を行う主体の独立性を確保すること、調査スコープが狭きに過ぎな
いように適切に設定することが重要となる。さらに、認定された事実をもとに不祥
事の該当性を判断し、評価を行う。そして、最終的に、当該不祥事の原因を分析し、
当該分析に基づいた再発防止の措置を実行する。  
 
                                                     
3  中村直人編著『コンプライアンス・内部統制ハンドブック』（商事法務、 2017 年）32～35
頁．  
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３ 上場会社における不祥事対応のプリンシパル 
 
上場会社とは、一般にその会社の株式が証券取引所で取引される会社のことを
いう。会社関係者のみが保有し、その取引が制限されている株式が、広く市場に参
加する投資家に公開されることになる。2017 年度時点で、全国４証券取引所の個
人株主延べ数は 5129 万 9952 人であり、5000 万人を超えている 4。この数字を単純
に調査対象会社数 3,687 でわると 13,913 人である。上場するということは、会社
自体が公のものになることであり、上場会社がパブリックカンパニーと呼ばれる
所以である。  
このような上場企業においては、前記１で述べたとおりステークホルダーが特
に多数に及ぶため特段の配慮が必要となる。この点、日本取引所自主規制法人が、
「上場会社における不祥事対応のプリンシパル」（以下「プリンシパル」という。）
を策定し、2016 年２月 24 日に公表している 5。  
プリンシパルを策定した理由（プリンシパルでは「趣旨」と記載）は、多様なス
テークホルダーが存在し、不祥事による影響として、企業価値の毀損はもちろんの
こと市場全体の信頼性を害するおそれがあるため、パブリックカンパニーとして
の自覚を持って、事実関係や原因を徹底解明したうえで確かな再発防止を図るべ
きであると考えられるからである。他方で、上場会社における不祥事対応の中には
不的確と評価せざるを得ないものもあるため、プリンシパルを以って的確な不祥
事対応を求めることとされている 6。  
プリンシパルでは、対応ないし行動にかかる４つの原則として、①不祥事の根本
的な原因の解明、②第三者委員会を設置する場合における独立性・中立性・専門性
の確保、③実効性の高い再発防止策の策定と迅速な実行、④迅速かつ的確な情報開
示を定めている。ここで着目すべきは、②と④である。すなわち、「内部統制の有効
性や経営陣の信頼性に相当の疑義が生じている場合、当該企業の企業価値の毀損度合
いが大きい場合、複雑な事案あるいは社会的影響が重大な事案である場合などには、
調査の客観性・中立性・専門性を確保するため、第三者委員会の設置が有力な選択肢
となる。」7として第三者委員会の設置に際して独立性等を要請していることのほか、
                                                     
4  株式会社東京証券取引所ほか「2017 年度株式分布状況調査結果の概要」（2018 年 10 月 19
日）．https://www.jpx.co.jp/markets/statistics -equities/examination/nlsgeu0000036n2d-
att/report2017.pdf  
5  日本取引所自主規制法人「『上場会社における不祥事対応のプリンシパル』の策定について」
（2016 年２月 24 日）．https://www.jpx.co.jp/regulation/public/nlsgeu000001igbj -att/1-
01fusyojiprinciple.pdf  
なお、同法人は、2018 年３月 30 日、不祥事予防に関するものとして「上場会社にける不祥
事予防のプリンシパル」が策定し、公表した。  
6  日本取引所自主規制法人 1 頁．  
7  日本取引所自主規制法人 2 頁．  
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「不祥事に関する情報開示は、その必要に即し、把握の段階から再発防止策実施の
段階に至るまで迅速かつ的確に行う。この際、経緯や事案の内容、会社の見解等を
丁寧に説明するなど、透明性の確保に努める。」8として、情報開示を要請している
点である。この点は、企業が負う説明責任とも換言しうるものであり、上記プリン
シパルのみならず、ハードロー及びソフトローにおいて強く要請されているもの
である。  
不祥事に関する情報開示ないし説明責任については、金融商品取引法には直接
の規定はない 9。しかしながら、例えば、役員が法律上負う善管注意義務違反 10の有
無が問題となった裁判例において、次頁のとおり判断されている。  
  
                                                     
8  日本取引所自主規制法人 2 頁．  
9  金融商品取引法により開示が求められるものとしては、有価証券報告書や四半期報告書等が
ある。  
10  取締役は、会社に対し、任務懈怠により生じた損害を賠償する責任を負う（会社法第 423 条
第１項）。任務懈怠とは、取締役の会社に対する善良なる管理者としての注意義務（善管注意
義務）及び忠実義務の違反である（会社法第 330 条・民法第 644 条、会社法第 355 条）。「注
意義務の水準は、その地位・状況にある者に通常期待される程度のものとされ、とくに専門的
能力を買われて取締役に専任された者については、期待される水準は高くなる」（江頭憲治郎
著『株式会社法〔第６版〕』（有斐閣、2015 年）429 頁．東京高裁昭和 58 年４月 28 日判決・
判時 1081 号 130 頁．）  
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【大阪高裁平成 18 年６月９日判決・抜粋（下線筆者）】 11 
 一審被告らは，本件混入や本件販売継続の事実がＺ側からマスコミに流される危険
を十分認識しながら，それには目をつぶって，あえて，「自ら積極的には公表しない」
というあいまいな対応を決めたのである。そして，これを経営判断の問題であると主
張する。  
 しかしながら，それは，本件混入や販売継続及び隠ぺいのような重大な問題を起こ
してしまった食品販売会社の消費者及びマスコミへの危機対応として，到底合理的な
ものとはいえない。  
 すなわち，現代の風潮として，消費者は食品の安全性については極めて敏感であり，
企業に対して厳しい安全性確保の措置を求めている。未認可添加物が混入した違法な
食品を，それと知りながら継続して販売したなどということになると，その食品添加
物が実際に健康被害をもたらすおそれがあるのかどうかにかかわらず，違法性を知り
ながら販売を継続したという事実だけで，当該食品販売会社の信頼性は大きく損なわ
れることになる。ましてや，その事実を隠ぺいしたなどということになると，その点
について更に厳しい非難を受けることになるのは目に見えている。それに対応するに
は，過去になされた隠ぺいとはまさに正反対に，自ら進んで事実を公表して，既に安
全対策が取られ問題が解消していることを明らかにすると共に，隠ぺいが既に過去の
問題であり克服されていることを印象づけることによって，積極的に消費者の信頼を
取り戻すために行動し，新たな信頼関係を構築していく途をとるしかないと考えられ
る。また，マスコミの姿勢や世論が，企業の不祥事や隠ぺい体質について敏感であり，
少しでも不祥事を隠ぺいするとみられるようなことがあると，しばしばそのこと自体
が大々的に取り上げられ，追及がエスカレートし，それにより企業の信頼が大きく傷
つく結果になることが過去の事例に照らしても明らかである。ましてや，本件のよう
に 6300 万円もの不明朗な資金の提供があり，それが積極的な隠ぺい工作であると疑
われているのに，さらに消極的な隠ぺいとみられる方策を重ねることは，ことが食品
の安全性にかかわるだけに，企業にとっては存亡の危機をもたらす結果につながる危
険性があることが，十分に予測可能であったといわなければならない。  
 したがって，そのような事態を回避するために，そして，現に行われてしまった重
大な違法行為によってダスキンが受ける企業としての信頼喪失の損害を最小限度に
止める方策を積極的に検討することこそが，このとき経営者に求められていたことは
明らかである。ところが，前記のように，一審被告らはそのための方策を取締役会で
明示的に議論することもなく，「自ら積極的には公表しない」などというあいまいで，
成り行き任せの方針を，手続き的にもあいまいなままに黙示的に事実上承認したので
ある。それは，到底，「経営判断」というに値しないものというしかない。  
 
  
                                                     
11  ダスキン株主代表訴訟事件・大阪高裁平成 18 年６月９日判決・判タ 1214 号 115 頁．  
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上記裁判例において、裁判所は、食費販売業者が販売していた肉まんに食品
衛生法上禁止されている未認可添加物が混入していたという不祥事であるが、
裁判所は、仮に商品回収が現実的に不能であり、健康に影響を及ぼす可能性も
なかったとしても、公表したうえで企業の信頼喪失を最小限に抑えて、新たな
信頼関係を構築していくべきであると判断している。すなわち、善管注意義務
の履行として公表し、情報開示ないし説明責任を果たしていくべきであるとの
態度を明らかにしている。  
また、証券取引所が定める有価証券上場規程において、上場企業は、一定の
事由が生じた場合には、投資家に対して、適時に情報を開示しなければならな
いことが義務付けられている。かかる制度を適時開示制度という。不祥事は、
上場企業で生じたもの及び連結子会社で生じたもののいずれの場合であって
も、企業価値に多大な影響を及ぼす可能性があるため、適時開示が必要となる
場合がある 12。  
実務上仮に適時開示を行う場合には、調査に一定の時間を要することに鑑み、
「①事実の発生が判明した時点での概要と今後の対応に関する開示、②第三者
委員会等を設置する場合にはその概要と調査のスケジュール、③第三者委員会
等の調査報告書の受領後には調査結果と再発防止策や業績予想の修正の開示
というように、投資家に対して事実の判明に応じた段階的な情報開示を行うこ
とが考えられる」 13。  
  
                                                     
12  有価証券上場規程第 402 条第２号 x ないし第 403 条第 2 号 l。いずれも、いわゆるバスケッ
ト条項であり、「重要な事実」と評価するか否かは個別的判断になる。  
13  中村 38 頁．  
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第２節 第三者委員会調査報告書 
 
１ 第三者委員会 
 
プリンシパルにおいても言及されている「第三者委員会」に関して、法令上の定
義はない。しかしながら、一般的に「企業等から独立した委員のみをもって構成さ
れ、徹底した調査を実施した上で、専門家としての知見と経験に基づいて原因を分
析し、必要に応じて具体的な再発防止策等を提言するタイプの委員会」と説明され
る 14。なお、実際に設置される際には、第三者委員会ではなく特別調査委員会、外
部調査委員会等の名称が選択されることもある。  
ここでいう「第三者」とは、企業等から独立し、特定の者のためではなく、全て
のステークホルダーのためにその職務を全うすることを意味している。企業等と
利害関係を有する者は、委員に就任することができないことが原則である。もっと
も、利害関係の有無については必ずしも明確に判断できるとは限らず、例えば企業
等の業務を案件ベースで偶々受任したことがある場合並びに社外取締役及び社外
監査役である場合は、直ちに利害関係を有する者とは断じられない 15。  
実務上、弁護士のほか、会計に関する事案であれば公認会計士といった専門家で
構成される通常 3 名程度が「委員」として選任されることが多い。また、委員会を
補佐・サポートするメンバーとして、当該委員の所属する事務所又は外部の事務所
に属する弁護士、会計士、並びにデータを復元及び分析するデジタルフォレンジッ
クサービス会社が選任されることが多い。プリンシパルがいみじくも述べている
ように、客観性・中立性・専門性を確保するために設置されるのが第三者委員会で
ある。  
 
２ 調査報告書 
 
上記１で述べた第三者委員会が、その客観性・中立性・専門性を多分に発揮し、
事実認定、原因分析、そして対策提言を纏めたものが調査委員会名義で作成される
調査報告書である。日本弁護士連合会のガイドラインでは、「第三者委員会は、調
査により判明した事実とその評価を、企業等の現在の経営陣に不利となる場合で
                                                     
14  日本弁護士連合会「企業等不祥事における第三者委員会ガイドライン」（2010 年 12 月 17
日）．  
   https://www.nichibenren.or.jp/activity/document/opinion/year/2010/100715_2.html  
15  社外取締役及び社外監査役を含む場合には、独立性が担保されていたとしても、内部調査委
員会という名称にて設置されることもある。  
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あっても、調査報告書に記載する。」とされている 16。  
また、同ガイドラインにおいて、情報開示ないし説明責任の観点から、「企業等
は、第三者委員会から提出された調査報告書を、原則として、遅滞なく、不祥事に
関係するステークホルダーに対して開示すること」、仮に「企業等が調査報告書の
全部又は一部を開示しない場合には、企業等はその理由を開示すること。また、全
部又は一部を非公表とする理由は、公的機関による捜査・調査に支障を与える可能
性、関係者のプライバシー、営業秘密の保護等、具体的なものでなければならない
こと」が指針として掲げられている 17。とりわけ、「第三者委員会の調査結果によっ
て、企業が調査報告書の開示に消極的になる可能性もあるため、原則として調査報
告書の全文を開示することをあらかじめ制度的に保障しておくことは重要である」
18と指摘されている。  
 
 
第３節 小括 
 
第三者委員会による調査報告書が、不祥事ごとに各企業が外部の力を利用して、
最も真摯に不祥事に迫るものであり、不祥事対応の中で重要な位置づけを有する
ことは既述したとおりである。本研究では、調査報告書がかかる重要な位置づけを
有する点に着目して、従業員アンケート、有価証券報告書、判決文等ではなく、調
査報告書をデータとして調査に利用することとした。なお、具体的な調査の概要に
ついては第４章で述べる。  
  
                                                     
16  日本弁護士連合会３頁．  
 なお、「…調査報告書に記載できる」又は「…調査報告書に記載することができる」といっ
た文言ではなく、「…調査報告書に記載する」との文言が採用されていることは、記載するこ
とを調査委員会に義務付ける趣旨であると解される。  
17  日本弁護士連合会３頁．  
18  西村あさひ法律事務所危機管理グループ  尾崎恒康監修執筆『役員・従業員の不祥事対応の
実務～調査・責任追及編～』（レクシスネクシス・ジャパン、2014 年）、126 頁．  
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第３章 企業不祥事に関する先行研究 
 
 
第１節 社会心理学を基礎とした実証研究 
 
まず、先行研究として岡本浩一教授による社会心理学を基礎とした実証研究が
あり、日本の近年における企業不祥事の特徴として４点整理されている。具体的に
は、検査業務及び監査業務に関わる不祥事が多いこと、組織上層部による意思決定
を伴いある程度大掛かりに行われていること、役職員の個人的利益訴求のために
行われているものではないこと、上層部の意思決定の主要部分が会議外で行われ、
かつ、組織的隠蔽がなされており、非公式なチームワークを伴う組織的違反である
ことの４点である 19。  
また、意思決定が正規の手続や権限に縛られず、そのような状態での意思決定は
風土の影響を受けるとされている。さらに、職場における違反的行為については、
個人的違反と組織的違反の２つに分けられ、これらは相関せず、不祥事は基本的に
組織的違反行為として発生するとされている。 20 
組織風土の研究分野では様々な概念が提唱されてきたが、組織的違反傾向を予
測したり、同傾向と高い相関を示すものは残念ながらなかった。その中で、岡本教
授は、2001 年に属人思考という概念を提唱としている。ここでいう属人思考とは、
「事案の記憶、処理、意志決定において『人』情報を重視し「事柄」情報を軽視す
る傾向」を指す 21。すなわち、「組織においては、意志決定を含め、種々のことがら
や企画・提案が認知処理される。その認知処理は、その案件を構成する複数の要素
についての下位評価をウエイトをつけながら足し上げていくような作業である。
そこでは、『誰の提案か』『誰の利益になるものか』『誰がかかわっているか』など
という対人要素も下位要素に含まれるが、通常の思考では下位要素の一部でしか
ない。ところが、属人思考では、この対人要素のウエイトがきわめて大きくなる。
そして、提案者が誰か、誰がかかわっているかなどということが、事案の採否にお
いてほぼ決定的な役割を果たす」というのが属人思考の内容である 22。  
この組織風土の属人思考が組織的違反を生むことに関して、岡本教授が実施し
た共分散構造分析結果は次の図１のとおりである。この結果が示すとおり、属人風
土が強いと組織的違反の容認が増大するという非常に強い因果関係が認められる。 
                                                     
19  岡本浩一「組織風土の属人思考と職業的使命感」『日本労働研究雑誌』 565 号（2007 年）４
～12 頁．  
20  岡本 6～7 頁 . 
21  岡本 7 頁 . 
22  岡本 7 頁 . 
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図１：違反と組織風土の関連に関する共分散構造分析  
 
（出所）岡本（2007）8 頁  
 
そして、属人風土の職場の特徴としては、忠誠心重視、公的関係が私的関係に影
響する、鶴の一声でものごとが逆転する、些細なことも上が報告を求めすぎる、「偉
業」が強調される、問題が起こったときに犯人捜しが強調される、オーバーワーク
への態度が極端となるとされている。また、属人思考が誤った意志決定を生むプロ
セスの特徴として、案件の細部への注意が疎かになる、反対意見が躊躇される度合
いが高くなる、意見の「貸し借り」が起こる、イエスマンが最上層部に多くなる、
組織としての自己評価・現状認識が甘くなる等も挙げられている。 23 
 
 
第２節 アンケート結果の統計解析による実証研究 
 
上記岡本教授の研究に対して、計量的に分析している点が注目に値するものの、
なぜ属人風土が醸成されるようになったのかが不明であり、実際の経営に活用す
ることが困難であることと、属人風土と不祥事（組織違反）の発生との関連が高い
としても、擬相関でしかない可能性が十分にあるという点が問題であるとして、ア
ンケート結果の統計解析による実証研究を行ったのが星野崇宏教授、荒井一博教
                                                     
23  岡本 8～10 頁．  
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授ほか２名である。  
同研究は、実際の経営活動で操作可能な説明要因を用いて、一般的な職場におけ
る意図的な「不正・違反放置の風土」の醸成メカニズムを探ることを目的とし、「職
場での不正・違反放置の風土」を尺度化し、これを従属変数とする。また、説明変
数としては、「属人風土」だけでなく、リーダーシップ、コンプライアンスへの取
り組み状態、職務分掌の強さ、成果主義の度合い等の経営により操作可能な変数を
導入する。さらに、環境要因である組織の業績、市場での競争圧力も導入し、組織
風土としての派閥的行動、職場の同僚・上司への信頼感も導入された（次の図２参
照）。 24 
 
 
図２：星野らの研究における変数間の関係  
 
（出所）星野ほか（2008）161 頁  
 
 
そして、重回帰分析の結果を参考にしながら、説明力が高く、変数間の関係が保
存されるような様々なパス解析モデルを構成し、それらのモデル比較を行った結
果、最も当てはまりがよいとされたモデルは次の図３のとおりである。なお、それ
ぞれのパスに記載されている数値は標準化パス係数及びその標準誤差である。ま
た、説明変数間の相関を予定しており、パス係数は「他の説明変数の影響を除去し
た当該説明変数の独自部分」の従属変数の回帰係数である。さらに、「職場での不
正・違反放置の風土」への直接的パスについてのみ記載し、線の太さは標準化パス
係数の絶対値の大きさを表示している。 25 
 
  
                                                     
24  星野崇宏＝荒井一博＝平野茂実＝柳澤秀吉「組織風土と不祥事に関する実証分析」『一橋経済学』第
２巻第２号（2008 年）157～177 頁．  
25  星野ほか 167～168 頁．  
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図３：星野らの研究におけるパス解析モデル  
 
（出所）星野ほか（2008）168 頁  
 
 
 
表１：パス解析モデルでの標準化パス係数と総合効果  
 
（出所）星野ほか（2008）169 頁  
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星野ほか（2008 年）による上記パス解析モデルが示す内容として、まず、「説明
変数として最も影響力があるのは『派閥的行動』『道徳的リーダーシップ』『職場に
おける信頼』であり、それぞれ『派閥的行動』が強い職場ほど『職場での不正・違
反放置の風土』が高まり、一方経営陣による『道徳的リーダーシップ』が発揮され、
『職場における信頼』が高い職場ほど『職場での不正・違反放置の風土』が減少す
る」ことがわかる 26。また、「属人風土」及び「就業規則」も一定の影響を与えてい
るものの、上記の変数に比べて影響力は小さいこと、「コンプライアンスシステム
の整備」が高いと「職場での不正・違反放置の風土」が減少するものの、影響力は
小さいこと、「道徳的リーダーシップ」が高いと「職場での不正・違反放置の風土」
が抑制される一方で、「職場でのリーダーシップ」は、「職場での不正・違反放置の
風土」に直接的には影響を与えないことも示している。もっとも、前頁表１のとお
り、「職場でのリーダーシップ」は、「職場における信頼」「派閥的行動」「属人風土」
に大きな影響を与え 27、その結果として、「職場での不正・違反放置の風土」に対し
て大きな影響力を有することには留意を要する。  
また、標準化パス係数をみると、「属人風土」による「職場での不正・違反放置
の風土」の説明力は他の説明変数と比較してそれほど大きくない。したがって、「属
人風土」以外のさまざまな説明変数を同時に測定してモデルに投入した場合には
前第１節での岡本の主張は必ずしも支持されないということが導かれる。  
 
  
                                                     
26  星野ほか 170 頁 . 
27  職場レベルでのリーダーシップの「職場における信頼」「派閥的行動」「属人風土」への標準
化パス係数は、それぞれ 0.4206、 -0.5596、 -0.6056 である（星野ほか 169 頁）。  
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第３節 小括 
 
以上の先行研究をもとに、改めて説明変数を整理すると次頁の図４のとおりで
ある。なお、ここで取り上げた先行研究との比較をもとにした考察は、第５章第３
節にて整理した。  
 
 
図４：先行研究の説明変数  
*標準化パス係数をもとに絶対値の大きさに応じて線の太さとした（3 段階）  
*標準化パス係数が正の場合は実線、負の場合は破線とした  
*従属変数に直接の影響を及ぼすものを黒色の線、それ以外を灰色の線とした  
（出所）星野ほか（2008）168～169 頁をもとに筆者作成  
 
 
  
- 15 - 
 
第４章 調査の概要及び結果 
 
 
第１節 概要 
 
１ 方法 
 
本研究においては、先行研究とは全く異なる方法、すなわち、第三者委員会によ
る調査報告書を観察し、同時にテキストマイニングするという方法によって 28、不
祥事の内容及び原因の傾向を調査（以下「本調査」という。）することとした。本
調査のうち、テキストマイニングの流れは、大要以下のとおりである。  
①  公表されている第三者委員会の調査報告書をダウンロードして取得する  
②  ①で取得した電子ファイルからテキストデータ 29を抽出する  
③  ②で抽出したテキストデータを不祥事のカテゴリー毎に分類して統合する  
④  テキストマイニングを実行（使用プログラム等は次項記載のとおりである） 
 
２ 使用プログラム等 
 
本調査において使用したプログラムは、R である。R は、統計解析のためのプロ
グラミング言語それ自体及びその開発実行環境ないしシステム 30を意味するもの
であり、国内外の学術論文でも用いられている 31。また、R の統合開発環境として
R Studio を導入し、そのうえで、日本語の解析を行うためのパッケージである R 
Mecab32その他の R 上のパッケージを利用することとした。なお、R については、
自らプログラミング言語によるコード（以下「スクリプト」という。）を作成して
実行する必要がある。本調査においても、テキストマイニングのためのスクリプト
を文献等参考にしたうえで作成した。当該スクリプトは事後的に本調査を検証す
るためにも価値があると考えられることから、本章第２節にて掲げる。  
 
                                                     
28  つまり、いずれも文字情報を利用した調査ということになる。  
29  調査報告書には、原因・背景の分析結果が項を設けて記載されるのが一般的であり、かかる
項を抽出対象とした。  
30  SAS や SPSS と同様のソフトウェアである。  
31  Google Scholar にて“R software”というワードにて検索すると、多数の論文等が確認でき
る。  
32  徳島大学大学院社会産業理工学研究部教授石田基広が開発したパッケージであり、R から日
本語のテキストやファイルを指定して Mecab に解析させ、その結果を R で標準的なデータ形
式に変換して出力するインターフェイスである。なお、Mecab とは、京都大学情報学研究科と
日本電信電話株式会社コミュニケーション科学基礎研究所による共同研究ユニットプロジェク
トを通じて開発されたオープンソース形態素解析エンジンである。  
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３ スコープ 
 
調査範囲としては、比較的最新の傾向を把握するという目的と、テキストマイニ
ングという調査方法との関係で一定程度の本数の調査報告書が必要となることを
踏まえて、2015 年 1 月 1 日以降に設置された第三者委員会が本調査開始日である
2018 年 9 月 15 日までに公表した調査報告書を対象とすることとした。  
もっとも、調査対象として適切でないものを排除するため、筆者が任意に設定し
た以下の諸条件を満たすものに調査範囲を限定することとした（なお、括弧内に理
由を付記）。以上により、実際に調査対象とした調査報告書は、次頁の表２記載の
合計 50 件である。  
 
【条件の内容（理由）】  
①  そもそも調査委員会が不祥事の存在を認定したもの（不祥事の存在を認定
していないものについては不祥事の原因の傾向を調べる対象としては不適切
である）  
②  調査委員会の構成メンバーに社外役員以外の社内の役員その他の従業員が
含まれている等、独立性の観点から疑義がないもの（適切な調査を行うために
は、客観的な利害関係がなく、企業から独立していなければならないと思料さ
れる）  
③  調査報告書が全部又は主要な部分が非開示とされていないもの（不祥事の
原因の傾向を調べるために、最低限の必要な部分にアクセスできることが前提
である）  
④  不祥事の内容が、経営者その他業務執行権限を有する者による単独行為で
あるもの（企業不祥事の原因傾向を調べるにあたり、例えば社長等の経費の使
い込みといった類の事例は不祥事とはいいうるものの組織的な原因による要
素が相対的に弱いと考えられため）  
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表２：調査対象一覧（合計 50 件）  
No.  企  業  名  証券コード  市場* 委員会設置 **  報告書公表 **  
1  株式会社ジャストシステム  4686  東証 1  2018/07/24  2018/09/12  
2  ヤマトホールディングス株式会社  9064  東証 1  2018/07/24  2018/08/31  
3  株式会社アクトコール  6064  マザーズ  2018/07/10  2018/09/06  
4  トレイダーズホールディングス株式会社  8704  JASDAQ  2018/06/14  2018/09/14  
5  スルガ銀行株式会社  8358  東証 1  2018/05/15  2018/09/07  
6  GMB 株式会社  7214  東証 1  2018/05/10  2018/08/01  
7  株式会社省電舎ホールディングス  1711  東証 2  2018/05/02  2018/07/11  
8  株式会社寺岡製作所  4987  東証 2  2018/04/06  2018/07/20  
9  五洋インテックス株式会社  7519  JASDAQ  2018/03/27  2018/05/07  
10  津田駒工業株式会社  6217  東証 1  2018/03/22  2018/05/21  
11  株式会社サンオ－タス  7623  JASDAQ  2018/03/05  2018/04/09  
12  株式会社ツバキ・ナカシマ  6464  東証 1  2018/02/28  2018/05/25  
13  宇部興産株式会社  4208  東証 1  2018/02/23  2018/06/07  
14  雪印メグミルク株式会社  2270  東証 1・札証  2018/02/20  2018/04/27  
15  株式会社ニチイ学館  9792  東証 1  2017/12/14  2018/02/28  
16  大豊建設株式会社  1822  東証 1  2017/12/19  2018/02/02  
17  シチズン時計株式会社  7762  東証 1  2017/11/10  2018/02/09  
18  亀田製菓株式会社  2220  東証 1  2017/10/31  2017/12/14  
19  株式会社神戸製鋼所  5406  東証 1  2017/10/26  2018/03/06  
20  中央ビルト工業株式会社  1971  東証 2  2017/09/07  2017/11/17  
21  アピックヤマダ株式会社  6300  東証 2  2017/05/07  2017/07/03  
22  富士フィルムホールディングス株式会社  4901  東証 1  2017/04/20  2017/06/12  
23  昭光通商株式会社  8090  東証 1  2017/03/01  2017/04/17  
24  G MO アドパートナーズ株式会社  4784  JASDAQ  2017/02/27  2017/04/20  
25  株式会社ディー・エヌ・エー  2432  東証 1  2016/12/15  2017/03/13  
26  住江織物株式会社  3501  東証 1  2016/07/29  2016/10/28  
27  株式会社メディビックグループ  2369  マザーズ  2016/07/05  2016/08/15  
28  HOYA 株式会社  7741  東証 1  2016/05/18  2016/06/17  
29  株式会社フィット  1436  マザーズ  2016/05/17  2016/06/25  
30  株式会社テクノメディカ  6678  東証 1  2016/04/28  2016/06/23  
31  三菱自動車工業株式会社  7211  東証 1  2016/04/26  2016/08/02  
32  株式会社  高田工業所  1966  東証 2  2016/03/29  2016/07/08  
33  前田道路株式会社  1883  東証 1  2016/01/25  2016/06/24  
34  株式会社ジェイホールディングス  2721  JASDAQ  2015/12/21  2016/02/12  
35  株式会社フード・プラネット  7853  東証 2  2015/12/03  2016/01/20  
36  イワキ株式会社  8095  東証 1  2015/11/20  2016/01/13  
37  カワセコンピュータサプライ株式会社  7851  東証 2  2015/11/18  2015/12/07  
38  旭化成株式会社  3407  東証 1  2015/10/23  2016/01/08  
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No.  企  業  名  証券コード  市場* 委員会設置 **  報告書公表 **  
39  株式会社コネクトホールディングス  3647  東証 2  2015/09/24  2015/10/26  
40  株式会社オプトロム  7824  名証  2015/05/20  2015/07/01  
41  KDDI 株式会社  9433  東証 1  2015/05/12  2015/08/21  
42  株式会社東芝  6502  東証 1・名証  2015/05/8  2015/07/20  
43  東邦亜鉛株式会社  5707  東証 1  2015/05/12  2015/05/27  
44  新日本建設株式会社  1879  東証 1  2015/04/16  2015/05/15  
45  株式会社京王ズホールディングス  3731  マザーズ  2015/04/01  2015/04/21  
46  大陽日酸株式会社  4091  東証 1  2015/03/27  2015/05/15  
47  ジ ャパ ン ベ スト レ ス キュ ー シ ス テム 株 式 会社  2453  東証 1・名証  2015/03/12  2015/04/28  
48  株式会社ロジネットジャパン  9027  札証  2015/02/05  2015/03/07  
49  株式会社バリューHR  6078  東証 2  2015/01/23  2015/02/16  
50  株式会社かわでん  6648  JASDAQ  2015/01/16  2015/03/13  
 
* 東京証券取引所第一部を「東証１」、同第二部を「東証２」、同 JASDAQ を「 JASDAQ」、同マ
ザーズを「マザーズ」と、その他の証券取引所については名古屋を「名証」、札幌を「札証」と
それぞれ表記。  
** 委員会設置及び報告書公表の日は、適示開示された日を基準としてそれぞれ表記。  
（出所）筆者作成  
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第２節 結果 
 
１ 不祥事のカテゴリー 
 
まず、不祥事の内容をカテゴリーに分類できるかを確認することとした。いずれ
の企業不祥事も法律ないし契約その他の規律に違反したものといえるが、不正又
は不適切な会計処理が行われたケース（以下「不正会計」という。）、品質等の偽装
行為が行われたケース（以下「品質偽装」という。）及びその他のケースという３
つのカテゴリーに分類された。各カテゴリーの件数等は、次の表３記載のとおりで
ある。また、暦年ごとに委員会設置日を基準として整理した結果は、次の表４記載
のとおりである。  
 
表３：不祥事のカテゴリー（全体）  
（割合：％）  
No.  カテゴリー  件数  割合  
1 不正会計（不正又は不適切な会計処理が行われたケース）  28  56  
2 品質偽装（品質等の偽装行為が行われたケース）  10  20  
3 その他の規律違反（上記１及び２以外のケース）  12  24  
 合  計  50  100  
（出所）筆者作成  
 
表４：不祥事のカテゴリー（暦年別）  
（割合：％）  
No.  カテゴリー  
2015  2016  2017  2018*  
件数  割合  件数  割合  件数  割合  件数  割合  
1 不正会計  11  65  5  56  7 70  5 36  
2 品質偽装  1 6 1  11  2 20  6 43  
3 その他の規律違反  5 29  3  33  1 10  3 21  
 合  計  17  100  9  100  10  100  14  100  
* 2018 年については、 2018 年９月 15 日までに公表されたものに限る。  
（出所）筆者作成  
 
２ 高頻度単語の可視化 
 
（１）頻度表 
 
頻度の高い単語を、それぞれのテキストを特徴付けるキーワードとして可視化
するためにマイニングした。R にて、以下のスクリプト 33を実行して作成した CSV
                                                     
33  本スクリプトを実行する前に「 library(RMeCab)、 library(dplyr )、 library(magrittr )、
library(wordcloud)、 library(igraph)」のパッケージを読み込む。  
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ファイルをもとに整理したものが、21 頁以降の表５から表７である。  
 
【スクリプト（不正会計カテゴリーに適用したもの）】  
①  fk <- docDF("fuseikaikei.txt",type=1)  
②  fk2 <- fk %>% select(everything(), FREQ = fuseikaikei.txt) %>% filter(POS1 %in% 
c("名詞 ","形容詞 "),POS2 %in% c("一般 ","自立 "),FREQ >=2)  
③  fk2 %>% arrange(FREQ) %>% tail(50)  
④  fk3 <- fk2 %>% filter(! TERM %in% c("ない ","ある ","本件 ","当該 ","上記 ","通り ") )  
⑤  fk4 <- fk3 %>% filter(nchar(TERM)>1 )  
⑥  fk4 %>% arrange(FREQ) %>% tail(50)  
⑦  write.csv(fk4,file="fuseikaikei.csv")  
 
【説明】  
①  自ら準備したテキストファイル“fuseikaikei.txt”34をもとに、関数“docDF()”でデ
ータフレームを生成した。データフレームの名称を任意に“fk”と指定した。また、
デフォルトでは文字単位での分解になっているため、今回は、文章を形態素 35に分
解して解析するため、引数として”type=1”を指定した。  
②   ①で生成したデータフレーム“fk”をもとに、関数”select()”で頻度列のラベルを
“FREQ”に変更した。また、分析の精度を上げるため、関数“filter()”で、品詞大分
類が名詞又は形容詞であり、品詞細分類が一般又は自立であり、かつ、頻度が 2 回
以上の形態素のみを残した。この結果のデータフレームを“fk2”と指定した。  
③   データフレーム“fk2”を一度、頻度順に並べ替えたうえで頻度が上位 50 の形態
素を確認した。  
④   ③の確認結果を踏まえ、分析の精度を上げるため、関数“filter()”で、ストップワ
ード 36を削除する処理を行った。ここでは、「ない」「ある」「本件」「当該」「上記」
「通り」をストップワードとして削除した。  
⑤   同様に、１文字の名詞も実質的にストップワードとなりうるため、関数“filter()”
で削除する処理を行った。この時点でのデータフレームを“fk4”と指定した。  
⑥   再度、この時点でのデータフレームにおける頻度が上位 50 の形態素を確認し
た。  
⑦   そして、データフレーム“fk4”を CSV37ファイルとして書き出す処理を行った。  
 
 
                                                     
34  調査報告書をカテゴリー別にテキストファイルに整理したもの。  
35  言語学で意味のある最小の単位をいう。  
36  一般にドキュメントの内容に直接関係しない語をいう。  
37  Comma Separated Value の略。  
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表５：不正会計カテゴリーの頻度表（上位 50） 
 
（出所）本調査結果をもとに筆者作成 
No. TERM POS1 POS2 FREQ RATIO(％）
1 事業 名詞 一般 400 3.06
2 取締役 名詞 一般 350 2.68
3 売上 名詞 一般 327 2.50
4 内部 名詞 一般 286 2.19
5 業務 名詞 一般 253 1.93
6 会社 名詞 一般 235 1.80
7 場所 名詞 一般 230 1.76
8 部門 名詞 一般 187 1.43
9 状況 名詞 一般 180 1.38
10 案件 名詞 一般 174 1.33
11 財務 名詞 一般 157 1.20
12 当社 名詞 一般 153 1.17
13 体制 名詞 一般 140 1.07
14 内容 名詞 一般 136 1.04
15 役員 名詞 一般 134 1.02
16 顧客 名詞 一般 125 0.96
17 原因 名詞 一般 122 0.93
18 リスク 名詞 一般 113 0.86
19 予算 名詞 一般 102 0.78
20 社内 名詞 一般 100 0.76
21 グループ 名詞 一般 96 0.73
22 対象 名詞 一般 95 0.73
23 子会社 名詞 一般 93 0.71
24 業績 名詞 一般 92 0.70
25 部長 名詞 一般 88 0.67
26 委員 名詞 一般 84 0.64
27 基準 名詞 一般 77 0.59
28 本社 名詞 一般 72 0.55
29 企業 名詞 一般 69 0.53
30 責任 名詞 一般 68 0.52
30 利益 名詞 一般 68 0.52
32 システム 名詞 一般 63 0.48
33 実績 名詞 一般 62 0.47
34 事項 名詞 一般 61 0.47
34 棚卸 名詞 一般 61 0.47
36 数値 名詞 一般 60 0.46
36 本部 名詞 一般 60 0.46
38 社長 名詞 一般 59 0.45
39 現地 名詞 一般 57 0.44
40 コンプライアンス 名詞 一般 56 0.43
40 事情 名詞 一般 56 0.43
42 金額 名詞 一般 55 0.42
42 不備 名詞 一般 55 0.42
44 高い 形容詞 自立 53 0.41
44 実態 名詞 一般 53 0.41
44 法人 名詞 一般 53 0.41
47 書類 名詞 一般 51 0.39
47 製品 名詞 一般 51 0.39
49 海外 名詞 一般 49 0.37
50 外部 名詞 一般 47 0.36
50 強い 形容詞 自立 47 0.36
50 資産 名詞 一般 47 0.36
合　計 13,080 100.00
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表６：品質偽装カテゴリーの頻度表（上位 50） 
 
（出所）本調査結果をもとに筆者作成 
No. TERM POS1 POS2 FREQ RATIO（％）
1 品質 名詞 一般 291 3.46
2 製品 名詞 一般 234 2.78
3 業務 名詞 一般 160 1.90
4 部門 名詞 一般 159 1.89
5 燃費 名詞 一般 153 1.82
6 性能 名詞 一般 141 1.68
7 データ 名詞 一般 130 1.55
8 原因 名詞 一般 127 1.51
9 部署 名詞 一般 126 1.50
10 委員 名詞 一般 125 1.49
11 種苗 名詞 一般 116 1.38
12 当社 名詞 一般 111 1.32
13 目標 名詞 一般 104 1.24
14 顧客 名詞 一般 103 1.23
15 現場 名詞 一般 95 1.13
16 品種 名詞 一般 94 1.12
17 責任 名詞 一般 91 1.08
18 コンプライアンス 名詞 一般 88 1.05
19 事業 名詞 一般 87 1.04
20 工場 名詞 一般 83 0.99
21 仕様 名詞 一般 82 0.98
22 グループ 名詞 一般 79 0.94
22 社内 名詞 一般 79 0.94
24 状況 名詞 一般 74 0.88
25 規格 名詞 一般 71 0.84
26 内容 名詞 一般 69 0.82
26 不適切 名詞 一般 69 0.82
28 会社 名詞 一般 66 0.79
29 本部 名詞 一般 62 0.74
30 社員 名詞 一般 61 0.73
30 体制 名詞 一般 61 0.73
32 自動車 名詞 一般 59 0.70
33 情報 名詞 一般 56 0.67
33 内部 名詞 一般 56 0.67
35 取締役 名詞 一般 53 0.63
36 役職 名詞 一般 50 0.59
37 企業 名詞 一般 49 0.58
38 ヒアリング 名詞 一般 47 0.56
39 技術 名詞 一般 45 0.54
39 背景 名詞 一般 45 0.54
39 法令 名詞 一般 45 0.54
42 工程 名詞 一般 44 0.52
42 商品 名詞 一般 44 0.52
42 不適合 名詞 一般 44 0.52
45 拠点 名詞 一般 43 0.51
45 法規 名詞 一般 43 0.51
47 チーム 名詞 一般 39 0.46
48 事例 名詞 一般 36 0.43
48 人員 名詞 一般 36 0.43
50 機会 名詞 一般 35 0.42
50 複数 名詞 一般 35 0.42
合　計 8,405 100.00
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表７：その他の規律違反カテゴリーの頻度表（上位 50） 
 
（出所）本調査結果をもとに筆者作成 
No. TERM POS1 POS2 FREQ RATIO（％）
1 リスク 名詞 一般 322 2.04
2 事業 名詞 一般 275 1.74
3 取締役 名詞 一般 270 1.71
4 ローン 名詞 一般 269 1.71
5 業務 名詞 一般 267 1.69
6 不動産 名詞 一般 231 1.46
7 情報 名詞 一般 201 1.27
8 目標 名詞 一般 187 1.19
9 状況 名詞 一般 186 1.18
10 収益 名詞 一般 177 1.12
11 バンク 名詞 一般 175 1.11
12 部門 名詞 一般 171 1.08
13 会社 名詞 一般 147 0.93
14 内部 名詞 一般 145 0.92
14 物件 名詞 一般 145 0.92
16 パーソナル 名詞 一般 142 0.90
17 支店 名詞 一般 132 0.84
18 資金 名詞 一般 120 0.76
19 内容 名詞 一般 119 0.75
20 社長 名詞 一般 117 0.74
20 体制 名詞 一般 117 0.74
22 キュレーション 名詞 一般 113 0.72
22 商品 名詞 一般 113 0.72
24 本部 名詞 一般 112 0.71
25 原因 名詞 一般 109 0.69
26 部長 名詞 一般 104 0.66
27 業者 名詞 一般 101 0.64
27 職員 名詞 一般 101 0.64
29 現場 名詞 一般 100 0.63
29 人事 名詞 一般 100 0.63
31 役員 名詞 一般 97 0.61
32 項目 名詞 一般 95 0.60
33 資産 名詞 一般 94 0.60
34 事項 名詞 一般 93 0.59
35 シェアハウスローン 名詞 一般 86 0.55
35 社内 名詞 一般 86 0.55
37 対象 名詞 一般 85 0.54
38 委員 名詞 一般 84 0.53
39 資料 名詞 一般 83 0.53
40 案件 名詞 一般 81 0.51
40 自己 名詞 一般 81 0.51
42 チャネル 名詞 一般 77 0.49
43 責任 名詞 一般 76 0.48
44 基準 名詞 一般 75 0.48
45 企業 名詞 一般 74 0.47
46 社員 名詞 一般 71 0.45
47 数字 名詞 一般 70 0.44
48 書類 名詞 一般 69 0.44
48 部署 名詞 一般 69 0.44
50 方針 名詞 一般 67 0.42
合　計 15,775 100.00
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（２）ワードクラウド 
 
また、R にて以下のスクリプトを実行し、高頻度単語をワードクラウド方式にて
プロットした。その結果が図５から図７である。  
 
【スクリプト（不正会計カテゴリーに適用したもの）】  
⑧  wordcloud(fk4$TERM,fk4$FREQ ,scale=c(4,1),min.freq=40,random.order = FALSE, 
color=brewer.pal(8,"Dark2"))  
 
【説明】  
⑧   データフレーム“fk4”をもとに、関数“wordcloud()”で、“TERM”（頻出語）と
“FREQ”（頻度）のデータを用いて、頻度が大きいものほど中心に大きく表示され
るようにレイアウトを指定して、プロットを実行した。なお、最小頻度を 40 と指
定した。  
 
 
図５：不正会計カテゴリーのワードクラウド（高頻度単語の視覚的観察）  
 
*頻度数 40 以上の単語のみ抽出  
（出所）本調査結果をもとに筆者作成   
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図６：品質偽装カテゴリーのワードクラウド（高頻度単語の視覚的観察）  
 
*頻度数 29 以上の単語のみ抽出  
（出所）本調査結果をもとに筆者作成  
 
 
図７：その他の規律違反カテゴリーのワードクラウド（高頻度単語の視覚的観察）  
 
*頻度数 60 以上の単語のみ抽出  
（出所）本調査結果をもとに筆者作成   
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３ 高頻度ネットワークの可視化 
 
（１）ネットワーク頻度表 
 
次に、ネットワーク（単語と単語のつながり）の頻度に着目し、テキストのコン
テクストの可視化を試みた。高頻度のネットワークをマイニングし、R にて、以下
のスクリプトを実行して作成した CSV ファイルをもとに整理した。その結果が次
頁以降の表８から表 10 である。  
 
【スクリプト（不正会計カテゴリーに適用したもの）】  
①  fknet<-docDF("fuseikaikei.txt",type=1,N=2,pos=c("名詞 ","形容詞 ","動詞 "),nDF=1)  
②  fknet %>% head()  
③  fknet2 <- fknet %>% select(everything(),FREQ = fuseikaikei.txt )%>% filter(!grepl("
数 ",POS2) ,!grepl("接尾|非自立 ",POS2) , ! N1 %in% c("No","平成 ","(", "本件 ","する
","こと ","考える ","もの ","せる ","れる ","られる ") ,! N2 %in% c("する ","いる ","こと
","考える ","もの ","せる ","れる ","られる "))  
④  fknet2 %>% arrange(FREQ) %>% tail(50)  
⑤  write.csv(fknet2,file="fuseikaikeinet.csv")  
 
【説明】  
①  自ら準備したテキストファイル“fuseikaikei.txt”38をもとに、関数“docDF()”でデ
ータフレームを生成した。データフレームの名称を任意に“fknet”と指定した。こ
の際、形態素 39に分解して解析するため、引数として”type=1”を指定した。また、
品詞大分類で名詞、形容詞及び動詞のみを抽出することとした。  
②   データフレーム”fknet”を頻度順に並べ替えたうえで上位 50 のネットワークを
確認した。  
③   データフレーム“fknet”をもとに、関数”select()”で頻度列のラベルを“FREQ”に
変更した。また、分析の精度を上げるため、関数“filter()”で、ネットワークのいず
れかの単語の品詞細分類が、数、接尾又は非自立のいずれかである場合を削除し、
ストップワードを含むものも併せて削除する処理を行った。ここでは、「No」「平
成」「（」「本件」「する」「こと」「考える」「もの」「せる」「れる」「られる」「いる」
をストップワードとして削除した。この結果のデータフレームを“fknet2”と指定
した。  
④   データフレーム“fknet2”における頻度が上位 50 のネットワークを再確認した。 
⑤   そして、データフレーム“fknet2”を CSV40ファイルに書き出す処理を行った。  
                                                     
38  調査報告書をカテゴリー別にテキストファイルに整理したもの。  
39  言語学で意味のある最小の単位をいう。  
40  Comma Separated Value の略。  
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表８：不正会計カテゴリーのネットワーク頻度表（上位 50） 
 
（出所）本調査結果をもとに筆者作成 
No. N1 N2 POS1 POS2 FREQ RATIO（％）
1 会計 処理 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 271 0.98
2 不適切 会計 名詞-名詞 形容動詞語幹-サ変接続 185 0.67
3 内部 監査 名詞-名詞 一般-サ変接続 125 0.45
4 内部 統制 名詞-名詞 一般-サ変接続 115 0.42
5 売上 計上 名詞-名詞 一般-サ変接続 70 0.25
6 会計 監査 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 66 0.24
7 事業 部長 名詞-名詞 一般-一般 52 0.19
8 管理 部門 名詞-名詞 サ変接続-一般 51 0.19
9 処理 取引 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 46 0.17
10 繰延 計上 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 44 0.16
11 営業 担当 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 43 0.16
12 監査 法人 名詞-名詞 サ変接続-一般 41 0.15
12 管理 体制 名詞-名詞 サ変接続-一般 41 0.15
14 対象 会社 名詞-名詞 一般-一般 40 0.15
15 売上 取引 名詞-名詞 一般-サ変接続 39 0.14
16 特別 出荷 名詞-名詞 形容動詞語幹-サ変接続 37 0.13
16 不正 取引 名詞-名詞 形容動詞語幹-サ変接続 37 0.13
18 ソフトカーム 事業 名詞-名詞 一般-一般 35 0.13
18 業務 執行 名詞-名詞 一般-サ変接続 35 0.13
20 財務 報告 名詞-名詞 一般-サ変接続 34 0.12
21 棚卸 資産 名詞-名詞 一般-一般 31 0.11
21 問題 取引 名詞-名詞 ナイ形容詞語幹-サ変接続 31 0.11
23 実績 売上 名詞-名詞 一般-一般 30 0.11
24 事業 本部 名詞-名詞 一般-一般 29 0.11
25 コンプライアンス 意識 名詞-名詞 一般-サ変接続 28 0.10
25 意識 欠如 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 28 0.10
25 上場 会社 名詞-名詞 サ変接続-一般 28 0.10
28 グループ 会社 名詞-名詞 一般-一般 27 0.10
28 監査 部門 名詞-名詞 サ変接続-一般 27 0.10
28 取引 発生 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 27 0.10
31 監査 委員 名詞-名詞 サ変接続-一般 26 0.09
32 プラント 事業 名詞-名詞 一般-一般 25 0.09
32 下請 業者 名詞-名詞 サ変接続-一般 25 0.09
32 経営 企画 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 25 0.09
32 書面 決議 名詞-名詞 一般-サ変接続 25 0.09
32 代表 取締役 名詞-名詞 サ変接続-一般 25 0.09
37 経営 管理 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 24 0.09
37 取引 実態 名詞-名詞 サ変接続-一般 24 0.09
39 係る 売上 動詞-名詞 自立-一般 23 0.08
39 子会社 管理 名詞-名詞 一般-サ変接続 23 0.08
41 業者 不正 名詞-名詞 一般-形容動詞語幹 22 0.08
41 業務 体制 名詞-名詞 一般-一般 22 0.08
41 統制 機能 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 22 0.08
44 海外 子会社 名詞-名詞 一般-一般 21 0.08
44 経営 トップ 名詞-名詞 サ変接続-一般 21 0.08
44 経営 会議 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 21 0.08
44 現地 調整 名詞-名詞 一般-サ変接続 21 0.08
44 再発 防止 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 21 0.08
44 事業 統括 名詞-名詞 一般-サ変接続 21 0.08
44 内部 通報 名詞-名詞 一般-サ変接続 21 0.08
44 返品 条項 名詞-名詞 サ変接続-一般 21 0.08
49 経営 会議 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 20 0.07
49 事業 統括 名詞-名詞 一般-サ変接続 20 0.07
49 統制 機能 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 20 0.07
合　計 27,552 100.00
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表９：品質偽装カテゴリーのネットワーク頻度表（上位 50） 
 
（出所）本調査結果をもとに筆者作成 
No. N1 N2 POS1 POS2 FREQ RATIO（％）
1 不適切 行為 名詞-名詞 形容動詞語幹-サ変接続 166 1.01
2 品質 保証 名詞-名詞 一般-サ変接続 161 0.98
3 性能 実験 名詞-名詞 一般-サ変接続 123 0.75
4 燃費 目標 名詞-名詞 一般-一般 77 0.47
5 偽装 行為 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 70 0.43
6 不適切 行為 名詞-名詞 一般-サ変接続 65 0.40
7 品種 偽装 名詞-名詞 一般-サ変接続 59 0.36
8 開発 本部 名詞-名詞 サ変接続-一般 55 0.34
8 製品 出荷 名詞-名詞 一般-サ変接続 55 0.34
10 目標 達成 名詞-名詞 一般-サ変接続 50 0.30
11 保証 部門 名詞-名詞 サ変接続-一般 45 0.27
12 不適合 製品 名詞-名詞 一般-一般 42 0.26
13 納入 仕様 名詞-名詞 サ変接続-一般 40 0.24
14 杭 工事 名詞-名詞 一般-サ変接続 37 0.23
15 コンプライアンス 意識 名詞-名詞 一般-サ変接続 36 0.22
16 事業 部門 名詞-名詞 一般-一般 35 0.21
16 製品 規格 名詞-名詞 一般-一般 35 0.21
18 試験 結果 名詞-名詞 サ変接続-副詞可能 30 0.18
18 品質 コンプライアンス 名詞-名詞 一般-一般 30 0.18
20 監査 委員 名詞-名詞 サ変接続-一般 29 0.18
21 試験 グループ 名詞-名詞 サ変接続-一般 28 0.17
21 適正 行為 名詞-名詞 形容動詞語幹-サ変接続 28 0.17
21 認証 試験 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 28 0.17
21 表示 義務 名詞-名詞 サ変接続-一般 28 0.17
25 データ 流用 名詞-名詞 一般-サ変接続 27 0.16
26 現場 責任 名詞-名詞 一般-一般 26 0.16
26 内部 監査 名詞-名詞 一般-サ変接続 26 0.16
26 品質 管理 名詞-名詞 一般-サ変接続 26 0.16
26 保証 業務 名詞-名詞 サ変接続-一般 26 0.16
30 自動車 開発 名詞-名詞 一般-サ変接続 24 0.15
31 意識 希薄 名詞-名詞 サ変接続-形容動詞語幹 23 0.14
31 長年 亘る 名詞-動詞 副詞可能-自立 23 0.14
33 原因 背景 名詞-名詞 一般-一般 22 0.13
33 顧客 仕様 名詞-名詞 一般-一般 22 0.13
33 走行 抵抗 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 22 0.13
36 違反 事実 名詞-名詞 サ変接続-副詞可能 21 0.13
36 燃費 改善 名詞-名詞 一般-サ変接続 21 0.13
38 亘る 継続 動詞-名詞 自立-サ変接続 20 0.12
39 原因 分析 名詞-名詞 一般-サ変接続 19 0.12
39 認定 試験 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 19 0.12
39 不正 行為 名詞-名詞 形容動詞語幹-サ変接続 19 0.12
42 試験 成績 名詞-名詞 サ変接続-一般 18 0.11
42 情報 共有 名詞-名詞 一般-サ変接続 18 0.11
44 型式 指定 名詞-名詞 一般-サ変接続 17 0.10
44 検査 結果 名詞-名詞 サ変接続-副詞可能 17 0.10
44 工事 現場 名詞-名詞 サ変接続-一般 17 0.10
44 行為 是正 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 17 0.10
44 行為 長年 名詞-名詞 サ変接続-副詞可能 17 0.10
44 再発 防止 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 17 0.10
50 開発 プロジェクト 名詞-名詞 サ変接続-一般 16 0.10
50 指定 審査 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 16 0.10
50 商品 開発 名詞-名詞 一般-サ変接続 16 0.10
50 責任 負う 名詞-動詞 一般-自立 16 0.10
50 品質 問題 名詞-名詞 一般-ナイ形容詞語幹 16 0.10
50 複数 不適切 名詞-名詞 一般-一般 16 0.10
合　計 16,401
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表 10：その他の規律違反カテゴリーのネットワーク頻度表（上位 50） 
 
（出所）本調査結果をもとに筆者作成 
No. N1 N2 POS1 POS2 FREQ RATIO（％）
1 パーソナル バンク 名詞-名詞 一般-一般 139 0.47
2 キュレーション 事業 名詞-名詞 一般-一般 106 0.36
3 収益 不動産 名詞-名詞 一般-一般 103 0.35
4 営業 推進 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 85 0.29
5 不正 行為 名詞-名詞 形容動詞語幹-サ変接続 82 0.27
6 資産 形成 名詞-名詞 一般-サ変接続 75 0.25
7 シェア ハウス 名詞-名詞 一般-一般 64 0.21
8 営業 企画 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 60 0.20
8 形成 ローン 名詞-名詞 サ変接続-一般 60 0.20
8 信用 リスク 名詞-名詞 サ変接続-一般 60 0.20
11 推進 項目 名詞-名詞 サ変接続-一般 55 0.18
12 担保 評価 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 51 0.17
13 内部 監査 名詞-名詞 一般-サ変接続 50 0.17
13 不動産 ローン 名詞-名詞 一般-一般 50 0.17
15 岡野 社長 名詞-名詞 固有名詞-一般 47 0.16
15 自己 資金 名詞-名詞 一般-一般 47 0.16
17 リスク 管理 名詞-名詞 一般-サ変接続 44 0.15
18 経営 会議 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 43 0.14
19 営業 担当 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 42 0.14
20 内部 統制 名詞-名詞 一般-サ変接続 40 0.13
21 営業 本部 名詞-名詞 サ変接続-一般 38 0.13
22 融資 実行 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 36 0.12
23 サブ リース 名詞-名詞 一般-サ変接続 35 0.12
24 担保 ローン 名詞-名詞 サ変接続-一般 34 0.11
25 財源 規制 名詞-名詞 一般-サ変接続 33 0.11
26 融資 管理 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 32 0.11
27 家賃 保証 名詞-名詞 一般-サ変接続 31 0.10
27 審査 担当 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 31 0.10
29 営業 部門 名詞-名詞 サ変接続-一般 29 0.10
29 執行 役員 名詞-名詞 サ変接続-一般 29 0.10
31 経営 管理 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 28 0.09
32 業務 監査 名詞-名詞 一般-サ変接続 26 0.09
32 事務 取扱 名詞-名詞 一般-一般 26 0.09
32 取扱 要領 名詞-名詞 一般-一般 26 0.09
35 確認 資料 名詞-名詞 サ変接続-一般 25 0.08
35 目標 達成 名詞-名詞 一般-サ変接続 25 0.08
37 営業 目標 名詞-名詞 サ変接続-一般 24 0.08
37 業務 執行 名詞-名詞 一般-サ変接続 24 0.08
37 常勤 監査 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 24 0.08
40 資金 確認 名詞-名詞 一般-サ変接続 22 0.07
40 事務 手続 名詞-名詞 一般-サ変接続 22 0.07
42 コンプライアンス 意識 名詞-名詞 一般-サ変接続 21 0.07
42 引越 事業 名詞-名詞 一般-一般 21 0.07
42 管理 体制 名詞-名詞 サ変接続-一般 21 0.07
42 金銭 消費 名詞-名詞 一般-サ変接続 21 0.07
42 資金 使途 名詞-名詞 一般-一般 21 0.07
42 消費 貸借 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 21 0.07
42 貸借 契約 名詞-名詞 サ変接続-サ変接続 21 0.07
42 不動産 業者 名詞-名詞 一般-一般 21 0.07
42 物件 調査 名詞-名詞 一般-サ変接続 21 0.07
合　計 29,820 100.00
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（２）ネットワークグラフ 
 
また、R にて以下のスクリプトを実行し、高頻度ネットワークを、ネットワーグ
グラフ方式を使ってプロットした。その結果が次頁以降の図８から図 10 である。 
 
【スクリプト（不正会計カテゴリーに適用したもの）】  
⑥  fknet3 <- fknet2 %>% select(N1,N2,FREQ) %>% filter(FREQ >=19)  
⑦  fknet3 %>% NROW()  
⑧  fknet4 <- graph_from_data_frame(fknet3)  
⑨  E(fknet4)$weight <- fknet3$FREQ *0.09  
⑩  plot(fknet4,vertex.shape="circle",vertex.color="white",vertex.frame.color="gray", 
vertex.size=9, vertex.label.color="black",  vertex.label.cex=1.0, edge.color="gray50",  
edge.width=E(fknet4)$weight, layout=layout.fruchterman.reingold)  
 
【説明】  
⑥   データフレーム“fknet2”をもとに、関数“select()”でネットワークを構成する各
単語及び頻度のデータを抽出し、かつ、関数”filter()“で頻度 19（※50 位をみて決
定した数値）以上のみを残した。この結果のデータフレームを“fknet3”とした。  
⑦   データフレーム“fknet3“のデータフレームの行数を確認した。  
⑧   データフレーム“fknet3”を関数”graph_from_data_frame()”でネットワークグラ
フ形式に変換した。この結果のデータフレームを“fknet4”とした。  
⑨   ネットワークグラフにおける矢印の太さ“weight”に頻度“FREQ”を反映させた。 
⑩   関数“plot()”で、ノードシェイプ、カラー、サイズ、フレーム色等指定したうで、
プロットを実行した。  
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図８：不正会計カテゴリーのネットワークグラフ（高頻度ネットワークの視覚的観察）  
 
 
*ネットワークの頻度数 20 以上のものをプロット  
（出所）本調査結果をもとに筆者作成  
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図９：品質偽装カテゴリーのネットワークグラフ（高頻度ネットワークの視覚的観察）  
 
 
*ネットワークの頻度数 15 以上のものをプロット  
（出所）本調査結果をもとに筆者作成  
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図 10：その他の規律違反カテゴリーのネットワークグラフ（高頻度ネットワークの視覚
的観察）  
 
 
*ネットワークの頻度数 20 以上のものをプロット  
（出所）本調査結果をもとに筆者作成  
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第５章 考 察 
 
 
第１節 筆者による精査分析 
 
１ 全体  
 
不祥事のカテゴリーとしては不正会計に関するものが 50 件中 27 件であり、54％
を占めており最も多く、次いで品質偽装が９件であり 18％を占めている（表２参
照）。上場企業の不祥事については報道でも取り上げられことが多いため、筆者も
報道に触れた感覚から、不祥事の内容としては、不正会計に関するものの割合が多
いであろう、そして最近は品質偽装の件数が多くなっているのではないか、という
ことを推察していたが、本調査の結果はその推察を裏付けるものといえる。  
不正会計及び品質偽装に関するものが多い理由を検討する。まず、不正会計の割
合が最も多い点については、今回の調査対象が上場企業であり、かつ、調査に用い
るデータが適時開示された調査委員会の調査報告書であることに起因していると
解される。すなわち、不祥事の中でも、売上や利益額等、投資判断の材料となる数
値情報に関する不正ないし不適切な行為は、適示開示の必要性が最も高いといっ
ても過言ではない。よって、調査委員会がそもそも設置されやすく、かつ、それが
公表されることも多いからであると思料される。すなわち、第２章第１節で述べた
とおり、不祥事対応がステークホルダーの関係で要請されているということから
すると、不正会計は、主に投資家ないし市場に存在する潜在的投資家からの信頼を
裏切るという側面があるため、事案として多く顕出されていると思料される。  
品質偽装の割合が次に多い理由も、かかるステークホルダーとの関係で考えて
みると合理的に説明できると思われる。すなわち、投資家を除くステークホルダー
のうち、残る主なものは、外部にいる顧客と内部にいる従業員である。顧客からの
信頼は、その商品ないしサービスへのものである。よって、その信頼を裏切る品質
偽装は不祥事として厳に対応するべき事案であり、事案として多く顕出されてい
ると思料される。他方、従業員に関するものとして確かにハラスメント事案等が不
祥事として取り上げられることはあるが、企業価値への影響度としては、不正会計
や品質偽装ほど大きくなく、事案が発覚したとしても内部的に処理されているこ
とも多いと考えられる。そのため、第三者委員会が設置を経て世間に顕出されるこ
とは多くないと説明できよう。  
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２ 暦年変化 
 
注目すべきはカテゴリーの暦年変化である。前記表３のとおり、品質偽装カテゴ
リーに含まれる事案が、2015 年では６％であったが、2016 年には 11％、2017 年に
は 20％、2018 年には不正会計カテゴリーを超えて 43％の割合を占めるに至った。
改めて、暦年の合計件数に対する各カテゴリーの件数の割合を示したのが次の図
11 である。  
 
図 11：カテゴリーの暦年変化  
 
（出所）本調査結果をもとに筆者作成  
 
これは、日本において品質偽装への問題意識が高まってきたことの顕れである
と考えられる。実際に、2017 年 11 月 29 日に一般社団法人日本経済団体連合会が、
製造業における品質データをめぐる不正問題が発覚していることに鑑み、約 1300
の会員企業に実態調査を要請するに至っている 41。  
我々が接する不祥事というのは「発生」したものではなく、「発覚」したもので
ある。第１章序論以降、意図せず、不祥事が起きた又は発生したといった表現を用
いてきたが、厳密には、第三者委員会が向き合うのは「発覚」した不祥事の一部に
すぎない。そして、発覚には端緒がある。その端緒に影響を及ぼすのが世間におけ
る一般的な問題意識である。ある１つの事案をきっかけにそのカテゴリーに関す
る問題意識が高まり、発覚が促進されるという因果をたどる。品質偽装カテゴリー
にみられる変化は、2015 年に発覚した No.38・旭化成株式会社の事案及び 2016 年
に発覚した No.31・三菱自動車工業株式会社の事案に見られる著名上場企業におい
て品質偽装が行われていたことを景気として問題意識が高まっていたことを表し
ていると考えられる。  
                                                     
41  日本経済新聞「経団連、品質不正の調査要請へ  1300 会員企業向け」（2017 年 11 月 29
日） . 
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３ カテゴリーごとの分析 
 
（１）不正会計カテゴリー 
 
まず、不正会計カテゴリーの各調査報告書にて認定されている事実をもとに筆
者が概要を整理した。その結果が次の表 11 である。  
 
 
 
表 11：不正会計カテゴリーの事案の概要 
No. 企 業 名 事案の概要 
1 株式会社ジャストシステム 
法人向け事業における製品の販売を行っていた事業部において、
会社の規律として返品条項等を付帯した取引を認められていな
いにもかかわらず、返品条項等を付帯して販売店に販売していた
（これにより売上の早期計上がなされていた） 
3 株式会社アクトコール 
不動産販売に関して実質的に子会社による買戻しであるといえ
るため過年度に計上された売却による売上を取り消すべきであ
るにもかかわらず取り消していない／不動産フランチャイズ権
利販売において、連結グループ会社間における資金取引であるに
もかかわらず、事業取引であることとして売上計上している／資
金を循環させて業務委託料を生じさせており、間接的な資金取引
に相当するものであるにもかかわらず売上計上している 
4 トレイダーズホールディングス株式会社 
2015 年に完全子会社化した際、その取得原価と時価純資産額の
差額をのれんとして計上したが、2018 年 3 月期第 1 四半期にお
いてのれんを減損すべきであったにもかかわらず、それを怠った
／貯蔵品について棚卸資産の科目に経年劣化等を考慮して評価
切下げを行うべきであるにもかかわらず、その購入価格合計と同
額の金額にて計上していた／退任した取締役との間で顧問契約
を締結し、顧問報酬を支払っており、指針に基づく開示が必要で
あるにもかかわらず開示していなかった 
7 株式会社省電舎ホールディングス 
太陽光発電節義販売契約に関して開発型であるにもかかわらず
工事進行基準を適用し、かつ、契約解除により買主が変更になっ
たにもかかわらず売上の取消しが行われていない／工事進捗度
を水増しして売上高を過大計上した・架空の販売契約を締結し売
上計上した／原価の付け替えを行い、過少計上した／本来の収益
認識とすべき時よりも早期に収益認識をして売上計上した等 
9 五洋インテックス株式会社 
会計上営業取引として処理すべきではなく、資金融通取引として
処理することも適当でないにもかかわらず売上計上していた／
取引自体が存在しない架空のものを売上計上していた 
16 大豊建設株式会社 
代表取締役会長の従兄弟が社長を務める協力会社に対し、架空発
注、水増し発注を行わせ、これに基づき当該協力会社に工事費約
１億４千万円を不正に支払っていた 
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No. 企 業 名 事案の概要 
18 亀田製菓株式会社 
仕掛品残高に任意の金額を加えたり、完成品について生産した数
量若しくは単価を追加する、又は転出した数量を減少させること
によって期末在庫を嵩上げをしたりする等、棚卸資産を実態より
も過大に計上することによって、売上原価を減少させ、利益を水
増ししていた 
20 中央ビルト工業株式会社 
当社工場において実地棚卸が帳簿数量より少ない場合に、架空の
棚札を買いて入力し、実地棚卸高を嵩上げした／月次決算におい
て帳簿棚卸高を増額した／不良在庫を除却して評価損を計上す
べき状況であったにもかかわらず、これを怠った 
21 アピックヤマダ株式会社 
作業報告書において現地調整がすべて行われた旨の虚偽の事実
を記載したうえで、売上の前倒し計上を行った 
22 富士フィルムホールディングス株式会社 
リース契約に関して実際の使用数量を請求することと規定され
ており、ターゲットボリュームに基づく最低限の固定額の支払義
務を規定するミニマムペイメント条項がないにもかかわらず、当
該ターゲットボリュームに基づく金額にて売上計上していた／
契約の一部をロールオーバーし、新たな収入として認識し、計上
していた／その他先行売上の二重計上、架空の売上計上並びに売
上原価及び費用の架空計上及び繰り延べ等が行われていた 
23 昭光通商株式会社 
買収した子会社が行っていた当該特定の顧客との仕入販売取引
に関して、代金決済は行われていたものの、取引の対象となる物
品の実在性が欠如していた（資金循環取引に巻き込まれていた） 
24 GMO アドパートナーズ株式会社 
売上計上しているにもかかわらず、取引先に請求を行っていない
ものが存在し、その中でそもそも取引の実在性が認められないも
のが存在した 
26 住江織物株式会社 
子会社である米国現地法人において実際に存在しない又は不良
であったものを棚卸資産として過大に計上されていた 
27 株式会社メディビックグループ 
連結子会社における自動培養装置の開発権に関する取引の実在
性が認められないにもかかわらず売上を過大に計上していた／
譲渡契約に関して買戻し義務が規定されており財貨の移転が完
了していないことからいまだ売上として計上するべきでないに
もかかわらず売上として計上していた／連結子会社及びその子
会社について株式の評価損を計上する必要があるにもかかわら
ず怠り、それに併せたのれんの償却も行われていない 
29 株式会社フィット 
売上計上日において、コンパクトソーラー発電所の最終的な販売
先が決定していなかった等の事情があるにもかかわらず、売上計
上する会計処理が行われていた 
30 株式会社テクノメディカ 
製品の売上の一部について、前倒し計上が行われていた／一部の
売上については架空のものも存在したい／その他売上の取消の
不計上も行われていた 
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No. 企 業 名 事案の概要 
32 株式会社高田工業所 
受注したプラント建設・保全工事に関して、完成工事高（売上高）
の繰延計上、先行計上及び完成工事原価の付替といった完成工事
高・完成工事原価の操作が長期間にわたって行われてきた／下請
業者へ実態のない工事の架空発注を行いその一部を現金でキッ
クバックさせ、受け取っていた 
35 株式会社フード・プラネット 
実在性のある取引とはいえないものを、売上として計上していた
／取引を行う上で通常必要となる主要な活動をほぼ行っておら
ず、リスクもコストも負担していないため、売上として計上する
だけの営業活動とは認められないにもかかわらず、売上として計
上されていた 
37 カワセコンピュータサプライ株式会社 
同業他社の持ち掛けに応じて、その取引先と意を通じて、架空売
上と架空仕入による架空バーター取引、架空仕入と架空売上によ
る架空循環取引・架空スルー取引を行っていた 
39 株式会社コネクトホールディングス 
子会社における不動産取引について循環取引が疑われる内容と
なっており、少なくとも収益が実現したと客観的にみなすことが
困難であるにもかかわらず収益（売上）計上した／用地・権利・
工事がセットになった案件を仕入れて販売しているが、仕入れも
販売も取引として完結したと見做される客観的証拠が乏しいに
もかかわらず収益（売上）計上した 
41 KDDI 株式会社 
香港に所在する連結子会社において、資本参加（買収）前に行わ
れていた取引の実在性に疑義があるにもかかわらず売上計上さ
れていた（関連する犯罪の容疑で当時の CEO 及び CFO が香港
警察当局に逮捕された） 
42 株式会社東芝 
工事原価総額が過少に見積もられ、すでに工事損失が見込まれて
いたにもかかわらず工事損失引当金も適時に計上しなかった／
損益目標値を達成するための対策として、当期で引き当てるべき
引当金を計上しなかったり、経費の計上を翌期以降に先延ばしし
たりすることによって見かけ上の当期利益を嵩上げしてきた／
将来の完成品取引を前提とした部品取引について、実質的には買
戻条件付取引であるため、部品取引時において利益の計上を行う
べきでないにもかかわらず計上を行っていた／製造棚卸資産に
ついて販売可能性が見込まれなくなった時点で帳簿価額を処分
見込価額まで切り下げる方法にて評価損として計上すべきであ
ったにもかかわらずこれを怠っていた 
43 東邦亜鉛株式会社 
注文書の不発行（不受理）及び単価合意の不存在、単価訂正の懈
怠等により売上（売掛金残高）が過大に計上されていた等 
44 新日本建設株式会社 
棚卸資産及び固定資産の鑑定評価が適切に行われておらず、その
結果に誤りがあった 
45 株式会社京王ズホールディングス 
代理店契約に基づき保険会社から支払われる保険契約獲得に伴
うコミッション収入が別の子会社で売上計上されている／人件
費及び経費も別の子会社にて計上されている 
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No. 企 業 名 事案の概要 
47 ジャパンベストレスキューシステム株式会社 
子会社において、「出来高明細書」「検収書」について社内資料と
して利用するだけであるなどと申し向けて押印を得たうえで実
際の請求額を超過する架空の売上計上や、明らかに作業が完了し
ていない状況であったにもかかわらず前倒しで売上計上をする
等の処理がなされていた 
48 株式会社ロジネットジャパン 
子会社への応援出張者・出向者の人件費について子会社にて費用
計上するべきものも親会社にて計上されているとの疑義がある
／親会社と顧問契約を締結した者に対する顧問料の支払いを契
約書の記載に基づき子会社が負担しているが、親会社にて費用計
上している／追加請求で収入計上しているものについて、その具
体的裏付けが存在しない／子会社の本社として使用されている
事務所の賃借料を親会社の費用として計上している 
49 株式会社バリューHR 
旅行事業（外販部門）の取引案件の一部につき、実際の注文に利
益を水増しして売上を計上した／事務処理が追い付かず回収で
きない売掛金の残高が増えていき、架空売上の計上に伴う支払済
み仕入れ代金の戻しを個人で回収するなどして売掛金の回収に
充当するようになった 
（出所）各調査報告書をもとに筆者作成 
 
 
以上のとおり、不正会計の内容としては、①収益に関する不正行為として、売上
の架空に又は前倒しにて計上するものと、②費用に関する不正行為として、不存在
の棚卸資産を計上する又は本来計上すべき評価損を計上しない等により原価を操
作する件数が多い（28 件中、①は 20 件、②は８件である。ただし、重複あり）。  
いずれも、実体に比して人為的に最終的な利益額を多く見せかけるものである。
確かに上場企業（公開会社）ではない非公開会社においても、No.29・株式会社フ
ィットのような IPO（M&A による Exit）を目指す時期においては、上場審査基準
ないし企業価値評価の観点から、売上及び利益額を良く見せたいという動機が働
くこともありうる。しかし、決算に際して、法人税額の圧縮のために利益額を小さ
く抑えたいという動機が働くことが通常である。よって、上場企業（公開会社）の
特有の事情として、税負担（軽くしたい）というのではなく、利益額を多くしたい
という動機ないし多くしなければならないというプレッシャーの方が、ウエイト
が大きいことが示唆される。  
また、意図的な
．．．．
不正会計ではなく、会計基準の不知又は理解不足のみに起因して
いると思われる事例も２件存在した（No.45・株式会社京王ズホールディングス、
No.48・株式会社ロジネットジャパン）。上場企業（公開会社）は、非公開会社に比
して、会計専門家を利用するためのリソース（資力及び人的アクセス等）が相対的
に大きいにもかかわらず、当該リソースが生かされていない事案である。  
さらに、M&A による資本参加前（連結前）に、対象会社（将来の連結子会社）
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で行われていた不正会計に関する事案も 2 件存在した（No.23・昭光通商株式会社、
No. 41・KDDI 株式会社）。いずれの調査報告書でも言及されているが、買収前監
査であるいわゆるデュー・デリジェンス（以下「DD」という。）について財務 DD
及び法務 DD を的確に行われていない、DD の結果が意思決定に生かされていな
い、買収後の統合作業であるいわゆるポスト・マージャー・インテグレーション
（PMI）が不十分であるという指摘が正鵠を射ている。  
加えて、海外子会社において、又は関連して、不正会計が行われていたと評価す
べきものが３件存在した（No.22・富士フィルムホールディングス、株式会社 No.26・
住江織物株式会社、No.42・株式会社東芝）。海外子会社とは物理的距離があり、取
引自体が海外で行われるため、その会計処理についての内部監査及び外部を徹底
することが困難になるため、その困難性を利用した不正が行われている事案とい
える。  
なお、前述した M&A の事案のうち、No.41・KDDI 株式会社の事案は、同社に
とって初の大型の海外 M&A 案件として買収されたものであり、海外の現地企業を
対象とした案件に対する知識、経験及び体制が脆弱であったことが指摘されてい
るが、これは M&A 特有の事情と海外（子会社）という事情が相俟った事案である
といえよう。  
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（２）品質偽装カテゴリー 
 
次に、品質偽装事例についても同様に概要を整理した。その結果が次の表 12 で
ある。  
 
 
 
表 12：品質偽装カテゴリーの事案の概要 
No. 企 業 名 事例の概要 
6 GMB 株式会社 
国内工場において製造した一部の製品において、弊社内で製造し
た部品を組み付けるべきところ、販売先の事前承認を得ることな
く、中国メーカーから購入した部品を組み付けた上、販売・出荷
していた／出荷関連データの書き換えを行った出荷も存在した 
8 株式会社寺岡製作所 
製品の出荷検査において、製品規格を満たして合格となったもの
の納入仕様書の規格に収まっていない場合（製品規格よりも厳し
い規格を納入仕様書で定めている場合に生じるもの）があり、こ
の場合に試験成績書の一部のデータを書き替えていた／社内特
採を経て出荷されていた製品について、顧客の承諾なく出荷し
た、またその際、製品規格に収まっていない不合格の項目につい
て試験成績書を書き換えていた／実際に検査することなく任意
に架空の数字を記載した 
10 津田駒工業株式会社 
製品である織機の布巻張力コントロール部品に使用されている
ライニング素材について、一部に国内外の規制値を超えるアスベ
ストを含有する素材が使用されていた 
12 株式会社ツバキ・ナカシマ 
当社国内工場が販売した一部製品において、同工場で生産すべき
製品の生産が追い付かず、この補填として、顧客からの事前承認
を得ることなく、当社中国直営工場又は仕入れ先の中国鋼球メー
カーが生産した精密鋼球製品を輸入し出荷していた／出荷関連
データの書き換えを行い、当社国内工場生産製品として出荷して
いた 
13 宇部興産株式会社 
製品の一部につき、生産を請け負う当社千葉石油化学工場におい
て、顧客との間の契約に基づく試験項目の一部の試験を実施せず
に、試験結果として規格を満たす任意の数値を記載した試験成績
表を発行し、出荷していた／特定の顧客向けに製造されていた製
品について仕様書上要求される試験を行わず一定の数値を試験
結果として記載した試験成績表を発行し、出荷していた／試験項
目の一部において、仕様書に記載されている試験方法とは異なる
方法によって試験を行ったうえで、同試験で得られた数値を仕様
書に記載されている試験方法による試験結果に換算した数値を
記載した試験成績表を発行し、出荷していた／特定の顧客から受
託した製品の試験業務について、当該顧客からの指示を受けて試
験結果をねつ造及び改ざんして試験成績表を発行していた／JIS
の認証や大臣認定の取得に当たり申告した配合と異なる製品を
製造販売した 
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No. 企 業 名 事例の概要 
14 雪印メグミルク株式会社 
登録品種を販売する際に、当該登録品種の名称を表示していない
／権利（育成者権）消滅後も品種登録表示をしていた／OECD 登
録品種について単に登録品種とのみ表示していた／別品種とし
て販売することを目的として、仕入れ段階及び仕入後に品種を変
更する偽装行為を行っていた／別品種に混ぜ込んで販売するこ
とを目的として、仕入後にロット統合を行っていた 
17 シチズン時計株式会社 
シチズン電子について、取引先企業との取決めにおいて、供給し
ている製品の製造拠点を変更した場合には、取引先企業にその変
更を申請することになっていたにもかかわらず、一部の取引先企
業に対して、その変更申請を行わなかったことに起因し、それ以
後、取引先企業と取り決めた従前の製造拠点で製造されたことを
示すロット番号を印字したラベルを製品に貼付するなどして出
荷を続けていた／中国生産品について、“Made in Japan”と印字さ
れたシールを梱包箱等に貼付するなどして出荷していた／製品
の認定試験所で実施した試験結果に関して、実際の値よりも高い
数値に書き換える、存在しないデータを作成する、サンプル数を
水増しする、他のデータを流用する等による不適正なレポートが
発行され、取引先企業に提出していた 
19 株式会社神戸製鋼所 
検査の結果が顧客仕様を満たさない製品について、その検査結果
を、顧客仕様を満たすように書き換え、当該改ざんされた検査結
果に基づき、実際には顧客仕様を満たさない製品を合格品として
出荷させていた／保有する装置では測定できない項目が顧客仕
様として定められていた製品について、実際には測定を行わず、
製造ラインにおける設定値を測定値として入力し、ねつ造した試
験結果に基づき出荷させていた／JIS 規格で要求される検査が実
施されていないものについても、非表示の設定をせずに出荷して
いた 
31 三菱自動車工業株式会社 
燃費試験における、法令で定められた方法と異なる方法を使用し
ていた／法令で定められた成績書に事実と異なる記載をしてい
た／走行抵抗を恣意的に改ざんしていた／過去の試験結果など
をもとに机上計算をした数値を用いていた 
38 旭化成株式会社 
横浜市の共同住宅のエキスパンジョン部に段差が生じたことを
契機に、施行した杭工事に施工不良がある可能性があり、また、
電流計データ・流量計データについて、人為的に、データの流用、
切り貼り又は加筆による改ざんが行われた 
（出所）各調査報告書をもとに筆者作成 
 
品質偽装カテゴリーの事案は、いずれも、本来あるべき基準に満たないにもかか
わらず、満たしたものとして偽るものである。ここでいう本来あるべき基準につい
て、法的性質の観点から大きく分けるとすれば、公法的な基準として法令ないし公
的規格と、私法的な基準として顧客との合意に基づき定められた規格（顧客仕様）
がある。後者に満たない場合は、契約上の債務不履行に該当するが、それをもって
行政規制に抵触するものではない。  
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表 12 記載のとおり、本調査の結果、法令ないし公的規格を満たしていなかった
ものは 10 件中 5 件（50％）であり、顧客仕様を満たしていなかったものは 10 件中
6 件（60％）であった（なお、重複あり）。要するに、実は法令ないし公的規格を満
たしていなかったものがすべてではなく、むしろ、顧客仕様を満たしていなかった
という点で不祥事と評価されていることが多いことが判明した。  
そして、これらの原因についても、それぞれ特徴があることが判明した。まず、
法令ないし公的規格を満たしていなかったものは、意図的なものではないケース
が存在し、法令ないし公的規格の不知又は理解不足に起因するものと指摘されて
いた（例えば、No.10・津田駒工業株式会社や No.14・雪印メグミルク株式会社等）。
人材・組織という観点からは、法令ないし公的規格を解釈し適用を判断する専門部
署・専門家 42が不存在であり、適切なチェックを行うシステムが機能していないと
いう点に原因がある（No.14・雪印メグミルク株式会社）。  
一方、顧客仕様を満たしていなかったものは、むしろ故意と言わざるを得ないも
のであった。具体的には、取引を確保し、かつ維持するために、自社の施設及び人
員による稼働能力に見合わない顧客の要望を受け入れてしまい、同時に納期遵守
のプレッシャーが作用しているため、現実のリソース（人員及び時間）ではどうし
ても仕様を満たさない製品を供給せざるを得なくなるというケースであった（No.
８・株式会社寺岡製作所、No.12・株式会社ツバキ・ナカシマ、No.13・宇部興産株
式会社、No.17・シチズン時計株式会社、No.19・株式会社神戸製鋼所）。人材・組
織という観点からは、品質管理部や品質保証部といった品質を管理する部門が、独
立性がなく、権限も相対的に弱く、リソースも不十分であり、脆弱であるという点
に原因がある（No.6・GMB 株式会社、No.13・宇部興産株式会社、No.17・シチズ
ン時計株式会社、No.19・株式会社神戸製鋼所）。  
  
                                                     
42  法律知識及び技術的な知識の双方が必要となる。  
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（３）その他の規律違反カテゴリー 
 
その他の規律違反カテゴリーについても、同様に概要を整理した。その結果が次
の表 13 である。  
 
 
 
表 13：その他の規律違反カテゴリーの事案の概要 
No. 企 業 名 事例の概要 
2 ヤマトホールディングス株式会社 
法人の顧客から受注した引越サービスにおいて、悪意で上乗せ見
積りがされたり、不確定見積りが修正されなかったりしたため、
請求が不適切に行われていた 
5 スルガ銀行株式会社 
シェアハウスローンを含む収益不動産ローンにおいて、所定の自
己資金を投資家に要求する運用となっていたところ、その自己資
金があるかのように偽装する工作、フローの偽装行為、物件関係
資料、売買契約の資料の偽装等が行われた／融資を条件とした抱
き合わせ販売を行っていた／契約上の根拠がないにもかかわら
ず繰上返済を防止する措置を講じた／宅地建物取引業法上、宅地
建物取引業者でなければできない不動産取引の媒介行為を行っ
ていた／審査部が取引停止処分とした不動産チャネルを迂回す
る目的等で別の法人格を利用して付き合いを続けるという行為
が慢性的に行われていた問う 
11 株式会社サンオ－タス 新車販売に関して、実在しない取引（名義冒用）が行われた 
15 株式会社ニチイ学館 
運営する介護施設において、その職員が同施設を利用している入
居者を殺害した容疑で逮捕・起訴された 
25 株式会社ディー・エヌ・エー 
キュレーションプラットフォームサービスにおいて、著作権法に
違反する可能性のある記事が作成、公開されていた／薬機法、医
療法及び健康増進法に違反する可能性のある記事が作成、公開さ
れていた／その他倫理上問題がある、およそ非科学的である、又
は内容が不正確である等の不適切な記事が作成、公開されていた 
28 HOYA 株式会社 
自己株式取得の一部において、会社法及び会社計算規則に基づき
算定される分配可能額を超過していた 
33 前田道路株式会社 
東日本高速道路株式会社東北支社が発注した東日本大震災に係
る東北自動車道の舗装災害復旧工事等の入札に関し、私的独占の
禁止及び公正取引の確保に関する法律（独占禁止法）に違反して、
不当な取引制限行為を行った 
34 株式会社ジェイホールディングス 
資金貸借に関して、当該出金は、会社法において取締役会決議が
必要となる「重要な業務執行」に該当し、当該入金も「多額の借
財」に該当するにもかかわらず、取締役会決議を経ずになされた
（なお、内規にも違反）／適時開示によって開示された資金使途
を変更するものであるにもかかわらず、適示開示がなされなかっ
た 
36 イワキ株式会社 
子会社役員兼業務部長によって、当該子会社の現預金から多額の
金銭の着服が行われた 
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No. 企 業 名 事例の概要 
40 株式会社オプトロム 
資金調達目的で新株予約権の発行を発行したが、行使義務が適切
に定められておらず、投資家からの要求を受け入れざるを得ない
状況を招来し、関連当事者へ不当な出金等が行われた 
46 大陽日酸株式会社 
株式会社三菱ケミカルホールディングスによる当社株式に対す
る公開買付け決定の情報を当社役員又は社員から受領した者が、
当該情報に基づいて金融商品取引法違反をした 
50 株式会社かわでん 
営業担当者であった者が、購買外注チームの発注担当者だった者
に対し、電線の発注依頼を行い、当該発注依頼に基づき仕入先に
発注をさせ、かつ、指定した場所に直送するように指示させ、こ
れにより直送された電線を不正に種痘し、廃品回収業者に転売し
ていた 
（出所）筆者作成 
 
その他の規律違反カテゴリーには多様な案件が混在している。もっとも、規律違
反という意味においては不正会計カテゴリー及び品質偽装カテゴリーと変わりが
なく、例えば次のような指摘の存在が確認された。  
まず、No.2・ヤマトホールディングス株式会社の案件は、効率性・採算性を重視
して十分なチェック機能が働いていなかった。また、No.5・スルガ銀行株式会社の
案件は、営業のプレッシャーが先行して十分なチェック機能が働いていなかった。
さらに、No.25・株式会社ディー・エヌ・エーの案件は、①M&A にかかわる手続が
杜撰であった、②法解釈にかかわる専門部署・専門家のチェック機能が働いていな
かった、③コーポレート部門の脆弱性、④二元論的思考を持ち込みすぎたことが指
摘されている。加えて、No.28・HOYA 株式会社、No.33・前田道路株式会社、No.34・
株式会社ジェイホールディングス、No.40・株式会社オプトロム、No.46・大陽日酸
株式会社の案件は、法にかかわる専門部署・専門家のチェック機能が働いていなか
った。  
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第２節 マイニングによる分析 
 
１ 高頻度単語及びネットワークが示す全体的傾向 
 
各カテゴリーにおける高頻度単語の結果は、前記表５から表７及び図５から図
７で示したとおりである。高頻度ネットワークの結果は、前記表８から表 10 及び
図８から図 10 で示したとおりである。これらの結果をもとに、それぞれのカテゴ
リーの特徴を抽出するため、「数値」「組織」「人」との関連性に着目して分類した
のが次の表 14 及び表 15 である。  
 
 
表 14：高頻度単語の関連性分類 
関連性 不正会計 品質偽装 その他の規律違反 
数 値 
売上（４）、予算（19）、
業績（24）、利益（30）、
実績（33）、数値（36）、
金額（42）、 
 収益（10）、数字（47） 
組 織 
部門（８）、財務（11）、
体制（15）、社内（20）、
子会社（23）、本社（28）、 
本部（36） 
部門（４）、部署（９）、
現場（15）、工場（20）、
本部（29）、拠点（45）、
チーム（47） 
部門（12）、支店（17）、
本部（24）、現場（29）、
人事（29）、部署（48） 
人 
取締役（２）、役員（15）、
部長（25）、社長（38） 
社員（30）、取締役（35）、
社長（42） 
取締役（３）、社長（20）、
部長（26）、職員（27）、
役員（31）、社員（46） 
その他 
リスク（18）、コンプライ
アンス（40）、現地（39）、
海外（49） 
顧客（14）、コンプライア
ンス（18）、仕様（21）、
人員（48） 
リスク（１） 
*高頻度単語上位 50 を分類し、それぞれの頻度の順位を括弧書きで付記した 
（出所）筆者作成 
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表 15：高頻度ネットワークの関連性分類 
関連性 不正会計 品質偽装 その他の規律違反 
数 値 
売上-計上（５） 
繰延-計上（10） 
売上-取引（15） 
棚卸-資産（21） 
実績-売上（23） 
目標-達成（10） 目標-達成（35） 
営業-目標（37） 
組 織 
管理-部門（８） 
事業-本部（24） 
監査-部門（28） 
開発-本部（８） 
保証-部門（11） 
事業-部門（16） 
現場-責任（26） 
工場-現場（44） 
営業-本部（21） 
営業-部門（29） 
人 
事業-部長（７） 
営業-担当（11） 
監査-委員（31） 
代表-取締役（32） 
経営-トップ（44） 
監査-委員（20） 営業-担当（19） 
執行-役員（29） 
常勤-監査（37） 
その他 
コンプライアンス-意識
（25） 
意識-欠如（25） 
子会社-管理（39） 
海外-子会社（44） 
現地-調整（44） 
納入-仕様（13） 
コンプライアンス-意識
（15） 
製品-規格（16） 
品質-コンプライアンス
（18） 
意識-希薄（31） 
顧客-仕様（33） 
リスク-管理（17） 
コンプライアンス-意識
（42） 
*高頻度ネットワーク上位 50 を分類し、それぞれの頻度の順位を括弧書きで付記した 
（出所）筆者作成 
 
これらの表において、「本部」、「社長」及び「取締役」という単語並びに「コン
プライアンス -意識」というネットワークが共通して観察される。このことは、カ
テゴリーが異なったとしても、全体的な傾向として、組織的には本部が関わる不祥
事が多い（換言すると本部とは無関連の不祥事は少ない）こと、経営陣である社長
及び取締役が関わる不祥事が多い（換言すると社長及び取締役が預かり知らぬと
ころで生ずる不祥事は少ない）こと、コンプライアンス意識が多くの不祥事の原因
となっていることを示していると考えられる。次項以下で、カテゴリーごとに分析
を行う。  
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２ 不正会計カテゴリーの傾向 
 
不正会計カテゴリーにおいて、次の特徴が把握できる。まず、高頻度語としては、
①数値に関連性を有する語が多く（上位 50 位のうち７語）、最も上位であるのが
「売上」（４位）であり、次いで「予算」（19 位）、「業績」（24 位）及び「利益」（30
位）といった語が続くこと、②組織に関連性を有するもののうち「本社」という語
が存在する（28 位）、③人との関連性を有するものとして「取締役」「役員」「部長」
「社長」という経営陣ないし事業責任者の語が存在する一方で、「社員」という語
が含まれていないこと、④その他、「現地」及び「海外」といったグローバルを推
認させる語が存在する（39 位及び 49 位）ことが挙げられる。  
高頻度ネットワークにおける特徴としては、⑤数値に関連性を有するネットワ
ークが多く（上位 50 位のうち 5 つ）、そのうち「売上」が含まれているものが 3 つ
であるほか、「棚卸 -資産」が含まれている（21 位）こと、⑥組織に関連性を有する
ネットワークに「管理 -部門」、「事業 -本部」及び「監査 -部門」が存在する（８位、
24 位及び 28 位）こと、⑦人との関連性を有するネットワークに「事業 -部長」と
いう上級管理職を示すものがより上位に存在するほか（７位）、「代表 -取締役」及
び「経営 -トップ」というものが存在する（32 位及び 44 位）こと、⑧その他、「海
外 -子会社」及び「現地 -調整」といったグローバルを推認させるネットワークも存
在する（44 位）ことが挙げられる。  
これらの特徴は、不正会計カテゴリーの傾向として次のことを示していると考
えられる。まず、「予算」や「業績」を達成したいという動機又は達成しなければ
ならないというプレッシャーのもと、「利益」を多く見せかけるために、「売上」の
操作を行うほか、「棚卸 -資産」を操作した方法により不正が行われる（上記①及び
⑤）。また、不正行為は、「本社」の「管理 -部門」及び「事業 -本部」が主導ないし
関与して行われ、それに対して「監査 -部門」によるチェックが機能していない（上
記②及び⑥）。さらに、不正行為は、「経営 -トップ」である「代表 -取締役」、「役員」
である「取締役」の明示ないし黙示の指示により、事業責任者である「事業 -部長」
が前述した動機をもって不正に及び、一般の「社員」は関与せず、経営中枢にて実
行される（上記③及び⑦）。加えて、行為地が「海外 -子会社」である場合や、海外
で「現地 -調整」が行われる場合もある（上記④及び⑧）。なお、以上の考察結果の
うち、不正の方法（売上操作ないし棚卸資産の操作）及びグローバルとの関連性等
は、前述（第５章第１節３（１））した個々の案件の概要の分析結果と一致してい
る。  
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３ 品質偽装カテゴリーの傾向 
 
品質偽装カテゴリーにおいて、次の特徴が把握できる。まず、高頻度語としては、
①数値に関連性を有する語がないこと、②組織に関連性を有する語として「現場」、
「工場」及び「拠点」といったより現場サイドの語が観察される一方で（15 位、
20 位及び 45 位）、「本社」という語が存在しないこと、③人との関連性を有する語
のうち、最も上位であるのが「社員」（30 位）であり、次いで「取締役」及び「社
長」という語が観察される（35 位及び 42 位）こと、④その他、「顧客」（14 位）
及び「仕様」（21 位）並びに「人員」（48 位）という語が観察されることが挙げら
れる。  
また、高頻度ネットワークにおける特徴として、⑤数値に関連性を有するネット
ワークとして、「売上」を含むものは存在しないが、「目標 -達成」が観察される（10
位）こと、⑥組織に関連性を有するネットワークとして、「開発 -本部」（８位）、「保
証 -部門」（11 位）、「事業 -部門」（16 位）、「現場 -責任」（26 位）及び「工場 -現場」
（44 位）という現業系のものが観察される一方で、コーポレート系のものは観察
されないこと、⑦人との関連性を有するネットワークには、不正会計カテゴリーで
観察されたような代表取締役、取締役及び事業部長というものが観察されないこ
と、⑧その他、「納入 -仕様」、「製品 -規格」及び「顧客 -仕様」といったネットワー
クが観察される（13 位、16 位及び 33 位）ことが挙げられる。  
これらの特徴は、品質偽装カテゴリーの傾向として次のことを示していると考
えられる。まず、直接的に売上といった数値に関連した動機はないものの、「目標
-達成」のために不正が行われており、とりわけその具体的内容としては、自ら顧
客との間で定めて約束した「顧客 -仕様」というべき「納入 -仕様」ないし「製品 -規
格」を、不足する「人員」にて達成しなければならないプレッシャーが影響してい
る（上記①、④、⑤及び⑧）。不正行為は、コーポレートを担う「本社」部署では
なく、「開発 -本部」等の「事業 -部門」が主導して、「工場」ないし「拠点」の「現
場」で行われ、品質「保証 -部門」によるチェックが機能していない（上記②及び
⑥）。不正会計カテゴリーのように経営中枢にて実行されるものではなく、むしろ、
相当数の「社員」を巻き込んで、相対的に広い範囲で組織的に実行されている（上
記③及び⑦）。なお、以上の考察結果のうち、顧客仕様の違反案件が相当数存在す
ること、品質管理部門が脆弱であること等は、前述（第５章第１節３（２））した
個々の案件の概要の分析結果と一致している。  
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４ その他の規律違反カテゴリーの傾向 
 
その他の規律違反カテゴリーにおいて、次の特徴が把握できる。まず、高頻度語
における特徴として、①数値に関連性を有する語として「収益」が観察される（10
位）こと、②その他、「リスク」という語が、圧倒的に頻度が高い（1 位）こと、ま
た、高頻度ネットワークにおける特徴として、③「営業 -目標」（37 位）、「営業 -本
部」（21 位）、「営業 -部門」（29 位）及び「営業 -担当」（19 位）といった「営業」
という語と関連するネットワークが観察されること、④その他、「リスク -管理」と
いったネットワークが観察される（17 位）ことが挙げられる。  
これらの特徴は、その他の規律違反カテゴリーの傾向として次のことを示して
いると考えられる。経営における「収益」という指標が重視され、「リスク」とい
う指標が軽視されている（上記①及び②）。具体的には「営業 -目標」（37 位）を達
成することに重きが置かれ、組織的にも「営業 -本部」等の「営業 -部門」の力が強
い一方で、「リスク -管理」がなおざりになっている（上記③及び④）。なお、以上
の考察結果のうち、チェック機能が働いていない（リスク管理不十分）等は、前述
（第５章第１節３（３））した個々の案件の概要の分析結果と一致している。  
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第３節 先行研究との対比分析 
 
１ 全体 
 
（１）説明変数に関連する指摘の有無 
 
最後に、これまでの分析結果をもとに先行研究と対比する。具体的には、前述（第
３章第３節）した先行研究における説明変数の要素が第三者委員会の調査報告書
で認定されているか否かを確認した。  
当該確認の結果が次頁の表 16 である。なお、あくまでも関連
．．
する指摘（記述）
の有無であり、例えば、「属人風土」の欄にチェックが記されている場合でも、調
査報告書で「属人風土」の項目が設けられて言及されているわけでもない（全調査
報告書で「属人風土」という語は出現していない）ことに留意する必要がある。  
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表 16：説明変数に関連する指摘の有無（全体）  
*関連する指摘（記述）が調査報告書に存在すると判断した場合に✓印を記した  
（出所）筆者作成  
No. 会社名
コンプライ
アンスシス
テムの整備
道徳的リー
ダーシップ
企業業績 職務分掌 派閥的行動 属人風土
職場レベル
でのリー
ダーシップ
市場競争の
激しさ
職場におけ
る信頼
就業規則 成果主義 雇用保障
7 株式会社省電舎ホールディングス ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
42 株式会社東芝 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
1 株式会社ジャストシステム ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
5 スルガ銀行株式会社 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
6 GMB株式会社 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
31 三菱自動車工業株式会社 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
39 株式会社コネクトホールディングス ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
22 富士フィルムホールディングス株式会社 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
4 トレイダーズホールディングス株式会社 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
12 株式会社ツバキ・ナカシマ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
25 株式会社ディー・エヌ・エー ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
14 雪印メグミルク株式会社 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
37 カワセコンピュータサプライ株式会社 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
29 株式会社フィット ✓ ✓ ✓ ✓
20 中央ビルト工業株式会社 ✓ ✓ ✓ ✓
9 五洋インテックス株式会社 ✓ ✓ ✓ ✓
43 東邦亜鉛株式会社 ✓ ✓ ✓ ✓
10 津田駒工業株式会社 ✓ ✓ ✓ ✓
13 宇部興産株式会社 ✓ ✓ ✓ ✓
19 株式会社神戸製鋼所 ✓ ✓ ✓ ✓
32 株式会社 高田工業所 ✓ ✓ ✓ ✓
11 株式会社サンオ－タス ✓ ✓ ✓ ✓
41 KDDI株式会社 ✓ ✓ ✓
16 大豊建設株式会社 ✓ ✓ ✓
44 新日本建設株式会社 ✓ ✓ ✓
47 ジャパンベストレスキューシステム株式会社 ✓ ✓ ✓
2 ヤマトホールディングス株式会社 ✓ ✓ ✓
23 昭光通商株式会社 ✓ ✓ ✓
28 HOYA株式会社 ✓ ✓ ✓
17 シチズン時計株式会社 ✓ ✓ ✓
21 アピックヤマダ株式会社 ✓ ✓ ✓
26 住江織物株式会社 ✓ ✓ ✓
27 株式会社メディビックグループ ✓ ✓ ✓
49 株式会社バリューHR ✓ ✓
18 亀田製菓株式会社 ✓ ✓
15 株式会社ニチイ学館 ✓ ✓
24 GMO アドパートナーズ株式会社 ✓ ✓
48 株式会社ロジネットジャパン ✓ ✓
50 株式会社かわでん ✓ ✓
8 株式会社寺岡製作所 ✓ ✓
30 株式会社テクノメディカ ✓ ✓
33 前田道路株式会社 ✓ ✓
34 株式会社ジェイホールディングス ✓ ✓
35 株式会社フード・プラネット ✓ ✓
36 イワキ株式会社 ✓ ✓
38 旭化成株式会社 ✓ ✓
40 株式会社オプトロム ✓ ✓
45 株式会社京王ズホールディングス ✓ ✓
46 大陽日酸株式会社 ✓ ✓
3 株式会社アクトコール
合計 49 38 22 20 19 13 4 4 3 2 2 0
割合 98% 76% 44% 40% 38% 26% 8% 8% 6% 4% 4% 0%
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（２）標準化パス係数との比較 
 
全体に占める割合の数値は、個々の案件による影響度を示しているものではな
い。よって、先行研究における標準化パス係数との大小を単純に比較することはで
きない。しかしながら、全体の傾向の中で、標準化パス係数が高いものであれば不
祥事の原因として認定されやすいという関係にあるといいうるため、比較を試み
た。その結果が次の表 17 である。  
 
表 17：標準化パス係数との比較（全体）  
 
*説明変数は、標準化パス係数（総合効果）の高い順に並べた  
**指摘割合は、指摘がなされている件数を全体の件数（ 50 件）で除して算出した  
（出所）表１及び表 16 をもとに筆者作成  
 
結果を概観すると、先行研究における説明変数の総合効果の大小と概ね一致す
るものも多い（「道徳的リーダーシップ」「派閥的行動」「属人風土」「市場競争の激
しさ」「成果主義」「雇用保障」）。しかしながら、「コンプライアンスシステムの整
備」は違いがみられる。  
また、先行研究における総合効果が高い説明変数のうち、「職場レベルでのリー
ダーシップ」及び「職場における信頼」に関する指摘割合が小さい値にとどまって
いる（８％及び６％）。また、先行研究における総合効果が低い説明変数のうち、
「職務分掌」及び「企業業績」に関する指摘割合が相当程度高い（ 40％及び 44％）。  
この理由として、そもそも先行研究は、不祥事が起きやすい風土への影響が観察
される説明変数を抽出したものであり、実際に不祥事が発生した場合におけるそ
の原因にかかる事情とは一致しないということもありうるが、主として、視点の違
いに起因するものと考えられる。図示すると、次の図 12 のとおりである。  
 
先行研究 調査報告書
説明変数
標準化パス係数
（総合効果）
指摘割合
職場レベルでのリーダーシップ -0.2961 8%
道徳的リーダーシップ -0.2588 76%
派閥的行動 0.2246 38%
職場における信頼 -0.1883 6%
属人風土 0.1506 26%
コンプライアンスシステムの整備 -0.1198 98%
就業規則 -0.1166 4%
市場競争の激しさ 0.0781 8%
成果主義 0.0775 4%
雇用保障 -0.0404 0%
職務分掌 -0.0262 40%
企業業績 0.0100 44%
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図 12：標準化パス係数との比較（全体）  
 
*標準化パス係数は絶対値を採用した  
（出所）表 17 をもとに筆者作成  
 
 
便宜的に標準化パス係数（絶対値）の平均値 0.1323 と調査報告書指摘割合の平
均値 0.29 をもとにした比例定数 2.22 を基準にして、その値との差が 0.25 以上の要
素を視覚化した。その結果、概ね同様の傾向を示す要素が多いことが判明した（図
12 における白色部分の範囲に含まれる「道徳的リーダーシップ」・「派閥的行動」・
「属人風土」・「就業規則」・「市場競争」・「成果主義」・「雇用保障」）。  
同時に、標準化パス係数が低いにもかかわらずそれに比して調査報告書指摘割
合が大きい要素（図 12 における左上の灰色部分の範囲に含まれる「コンプライア
ンスシステムの整備」・「職務分掌」・「企業業績」）と、標準化パス係数が高いにも
かかわらずそれに比して調査報告書指摘割合が小さい要素（図 12 における右下の
灰色部分の範囲に含まれる「職場レベルのリーダーシップ」・「職場信頼」）に区分
することができた。  
それぞれの要素の特徴を捉えると、先行研究が従業員のアンケート調査に基づ
く統計分析であり内部者の視点を基礎とするものである一方で、調査報告書に基
づく分析は第三者委員会、すなわち外部者の視点を基礎とするものであるがゆえ
に、それぞれ得られる結果ないしウエイトが異なっていると考えられる。すなわち、
内部者（とくに経営者ではなく従業員）の視点からすると、「職場レベルでのリー
ダーシップ」「職場における信頼」等のソフト面の要素の評価が可能であり、かつ
容易であるが、外部者の視点からすると、このようなソフト面の要素は認定し難く、
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むしろ、「コンプライアンスシステムの整備」「職務分掌」「企業業績」といったハ
ードないし客観的な資料がある要素に重きが置かれているからであると思われる。 
なお、調査報告書においても、ソフト面の要素である「道徳的リーダーシップ」、
「派閥的行動」及び「属人風土」については指摘割合が相当程度認められる。これ
は、そもそもの経営トップないし経営陣の倫理規範に関する言及、縦割りや人員固
定化による部署間の問題に関する言及、そして、“No”といえない関係性に関する
言及がなされているからと考えられる。  
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２ カテゴリーごとの分析 
 
（１）説明変数に関連する指摘の有無 
 
次に、同様の分析をカテゴリーごとに実施した。まず、説明変数に関連する指摘
の有無を確認した。この結果は次の表 18 から表 20 のとおりである。  
 
 
表 18：説明変数に関連する指摘の有無（不正会計カテゴリー）  
*関連する指摘（記述）が調査報告書に存在すると判断した場合に✓印を記した  
（出所）筆者作成  
  
No. 会社名
コンプライ
アンスシス
テムの整備
道徳的リー
ダーシップ
企業業績 職務分掌 派閥的行動 属人風土
職場レベル
でのリー
ダーシップ
市場競争の
激しさ
職場におけ
る信頼
就業規則 成果主義 雇用保障
7 株式会社省電舎ホールディングス ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
42 株式会社東芝 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
1 株式会社ジャストシステム ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
39 株式会社コネクトホールディングス ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
22 富士フィルムホールディングス株式会社 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
4 トレイダーズホールディングス株式会社 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
37 カワセコンピュータサプライ株式会社 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
29 株式会社フィット ✓ ✓ ✓ ✓
20 中央ビルト工業株式会社 ✓ ✓ ✓ ✓
9 五洋インテックス株式会社 ✓ ✓ ✓ ✓
43 東邦亜鉛株式会社 ✓ ✓ ✓ ✓
32 株式会社高田工業所 ✓ ✓ ✓ ✓
41 KDDI株式会社 ✓ ✓ ✓
16 大豊建設株式会社 ✓ ✓ ✓
44 新日本建設株式会社 ✓ ✓ ✓
47 ジャパンベストレスキューシステム株式会社 ✓ ✓ ✓
23 昭光通商株式会社 ✓ ✓ ✓
21 アピックヤマダ株式会社 ✓ ✓ ✓
26 住江織物株式会社 ✓ ✓ ✓
27 株式会社メディビックグループ ✓ ✓ ✓
49 株式会社バリューHR ✓ ✓
18 亀田製菓株式会社 ✓ ✓
24 GMO アドパートナーズ株式会社 ✓ ✓
48 株式会社ロジネットジャパン ✓ ✓
30 株式会社テクノメディカ ✓ ✓
35 株式会社フード・プラネット ✓ ✓
45 株式会社京王ズホールディングス ✓ ✓
3 株式会社アクトコール
合計 27 19 13 11 10 8 4 4 1 2 1 0
割合 96% 68% 46% 39% 36% 29% 14% 14% 4% 7% 4% 0%
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表 19：説明変数に関連する指摘の有無（品質偽装カテゴリー）  
*関連する指摘（記述）が調査報告書に存在すると判断した場合に✓印を記した  
（出所）筆者作成  
 
 
 
表 20：説明変数に関連する指摘の有無（その他の規律違反カテゴリー）  
*関連する指摘（記述）が調査報告書に存在すると判断した場合に✓印を記した  
（出所）筆者作成  
  
No. 会社名
コンプライ
アンスシス
テムの整備
道徳的リー
ダーシップ
企業業績 職務分掌 派閥的行動 属人風土
職場レベル
でのリー
ダーシップ
市場競争の
激しさ
職場におけ
る信頼
就業規則 成果主義 雇用保障
6 GMB株式会社 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
31 三菱自動車工業株式会社 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
12 株式会社ツバキ・ナカシマ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
14 雪印メグミルク株式会社 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
10 津田駒工業株式会社 ✓ ✓ ✓ ✓
13 宇部興産株式会社 ✓ ✓ ✓ ✓
19 株式会社神戸製鋼所 ✓ ✓ ✓ ✓
17 シチズン時計株式会社 ✓ ✓ ✓
8 株式会社寺岡製作所 ✓ ✓
38 旭化成株式会社 ✓ ✓
合計 10 10 5 4 7 3 0 0 2 0 0 0
割合 100% 100% 50% 40% 70% 30% 0% 0% 20% 0% 0% 0%
No. 会社名
コンプライ
アンスシス
テムの整備
道徳的リー
ダーシップ
企業業績 職務分掌 派閥的行動 属人風土
職場レベル
でのリー
ダーシップ
市場競争の
激しさ
職場におけ
る信頼
就業規則 成果主義 雇用保障
5 スルガ銀行株式会社 ✓ ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
25 株式会社ディー・エヌ・エー ✓ ✓ ✓ ✓ ✓
11 株式会社サンオ－タス ✓ ✓ ✓ ✓
2 ヤマトホールディングス株式会社 ✓ ✓ ✓
28 HOYA株式会社 ✓ ✓ ✓
15 株式会社ニチイ学館 ✓ ✓
50 株式会社かわでん ✓ ✓
33 前田道路株式会社 ✓ ✓
34 株式会社ジェイホールディングス ✓ ✓
36 イワキ株式会社 ✓ ✓
40 株式会社オプトロム ✓ ✓
46 大陽日酸株式会社 ✓ ✓
合計 12 9 3 5 2 2 0 0 0 0 1 0
割合 100% 75% 33% 42% 17% 17% 0% 0% 0% 0% 8% 0%
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（２）標準化パス係数との比較 
 
上記（１）の結果をもとに、標準化パス係数との比較を試みた。その結果が次の
表 21 及び図 13 である。  
 
表 21：標準化パス係数との比較（カテゴリー別）  
 
*説明変数は、標準化パス係数（総合効果）の高い順に並べた  
**指摘割合は、指摘がなされている件数を全体の件数（ 50 件）で除して算出した  
（出所）表１及び表 18 から 20 をもとに筆者作成  
 
 
図 13：説明変数の指摘割合（カテゴリー別）  
（出所）表 21 をもとに筆者作成  
 
先行研究
説明変数
標準化パス係数
（総合効果）
不正会計 品質偽装
その他の
規律違反
職場レベルでのリーダーシップ -0.2961 14% 0% 0%
道徳的リーダーシップ -0.2588 68% 100% 75%
派閥的行動 0.2246 36% 70% 17%
職場における信頼 -0.1883 4% 20% 0%
属人風土 0.1506 29% 30% 17%
コンプライアンスシステムの整備 -0.1198 96% 100% 100%
就業規則 -0.1166 7% 0% 0%
市場競争の激しさ 0.0781 14% 0% 0%
成果主義 0.0775 4% 0% 8%
雇用保障 -0.0404 0% 0% 0%
職務分掌 -0.0262 39% 40% 42%
企業業績 0.0100 46% 50% 33%
調査報告書・指摘割合
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不正会計カテゴリー及び品質偽装カテゴリーそれぞれに特徴があることは、こ
れまで既述したとおりであるが、ここでも、上記図 13 のとおり同特徴が観察され
た（指摘割合の差が 10％以上のものに着目した。）。「職場レベルでのリーダーシッ
プ」「市場競争の激しさ」の指摘割合について、不正会計カテゴリーの方が品質偽
装カテゴリーに比べて高い（+10％以上の差）。他方で、「道徳的リーダーシップ」
「派閥的行動」「職場における信頼」の指摘割合については、品質偽装カテゴリー
の方が不正会計カテゴリーに比べて高い（+10％以上の差）。  
この理由としては、不正会計カテゴリーの主な原因として、売上等の数値のプレ
ッシャーがあるところ、そのプレッシャーが市場競争の激しさにより強まってい
ることに遠因があるため、原因分析の要素として調査されている可能性が高いか
らであると考えられる（「市場競争の激しさ」の相違）。逆に、品質偽装カテゴリー
の主な原因として、営業を担う部署と品質管理を担う部署との間での権限のバラ
ンスが偏っており、それが人材の固定化によりバランスが改善されないことが特
徴的に観察されているからであると考えられる（「派閥的行動」及び「職場におけ
る信頼」の相違）。  
また、不正会計カテゴリーでは「職場レベルでのリーダーシップ」、品質偽装カ
テゴリーでは「道徳的リーダーシップ」と、原因として観察されているリーダーシ
ップの特徴に相違がある理由は、前者が動機を抱いた上司（経営陣や上級管理職）
が直接的に指示を出して実行されるため、適切な指示をしないという意味で「“職
場レベルでの”リーダーシップ」が問題であることが多く、逆に後者は経営陣が例
えば「顧客を裏切ることは不正である」という趣旨の倫理的なポリシーを掲げそれ
を体現していない傾向がみられるからであると考えられる。  
以上のとおり、不祥事の内容如何によって、その説明変数の影響力は変わりうる
可能性があることがわかる。先行研究は、その対象とする不祥事の内容まで踏み込
んでなされていたものではないため当然ではあるものの、新たな視点を与えるも
のといえる。  
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第６章 結 論 
 
 
第１節 本研究の意義 
 
本研究においては、調査報告書という資料を用いて、その記載（文字情報）を手
がかりに、不祥事の内容及び理由の傾向を分析した。その結果として主に次のよう
な知見が得られた。  
まず、内容の傾向として、不祥事のカテゴリーとしては、不正会計が最も多く、
次いで品質偽装であった。この理由としては、やはり、いずれも開示の必要性が高
い類型の事案であるからと考えられる。また、不祥事のカテゴリーにはトレンドが
あり、品質偽装がここ３年で急激に増えている。この理由としては、不祥事は発生
するものではなく発覚するものであり、世間における問題意識が高まったことが
原因であると推察された。  
さらに、不正会計カテゴリーの内容としては、①収益に関する不正行為として、
売上の架空に又は前倒しにて計上するものと、②費用に関する不正行為として、不
存在の棚卸資産を計上する又は本来計上すべき評価損を計上しない等により原価
を操作するものが多い。いずれも人為的に最終的な利益額を多く見せかけるもの
である。また、一般の社員は関与せず、経営中枢にて実行されることが多い。なお、
海外子会社にて、又は関連した不祥事も観察された。加えて、品質偽装カテゴリー
の内容としては、法令ないし公的規格を満たしていなかったもののみならず、顧客
仕様を満たしていなかったという点で不祥事と評価されているものが多かった。
経営中枢にて実行されるものではなく、むしろ、相当数の「社員」を巻き込んで、
相対的に広い範囲で組織的に実行される傾向が観察された。  
次に、理由の傾向として、全体的に、コンプライアンス意識の欠如又は鈍麻やリ
スク管理がなおざりになっていることが観察されるが、不祥事の内容によって原
因の傾向に相違が存在する。また、不正会計カテゴリーの原因としては、売上等の
数値を達成しなければならないプレッシャー、本社の管理部門・事業部門に対して
監査部門によるチェックが機能していない傾向がみられた。さらに、品質偽装カテ
ゴリーのうち法定ないし公的規格に関するものについては法令ないし公的規格の
不知又は理解不足に起因するものが多い一方で、顧客仕様については顧客の要望
を受け入れてしまい、同時に納期遵守のプレッシャーが作用しているため、現実の
リソース（人員及び時間）ではどうしても仕様を満たさない製品を供給せざるを得
なくなるといった原因の傾向がみられた。  
さらに、先行研究との対比により、説明変数と調査報告書で観察される原因とは、
全体的に共通する部分も多く概ね同様の傾向を示すことが判明したが、同時に、例
えば調査報告書においては「コンプライアンスシステムの整備」「職務分掌」「企業
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業績」に関する指摘が多いといった相違も観察された。これは、先行研究が従業員
に対するアンケートをもとにしている一方で、調査報告書は第三者委員による調
査でありハード面の要素が認定し易いという、内部者と外部者という視点の違い
に起因していると考えられる。加えて、カテゴリーごとの分析では、上述した理由
の傾向と同様の特徴が観察された。また、不正会計カテゴリーでは「職場レベルで
のリーダーシップ」、品質偽装カテゴリーでは「道徳的リーダーシップ」と、原因
として多く観察されているリーダーシップに相違がみられた。これは、前者が不正
の動機を抱いた上司（経営陣や上級管理職）が直接的に指示を出して実行されるの
に対し、後者は経営陣が倫理的なポリシーを体現していない傾向がみられるから
であると考えられる。  
以上のとおり、内容の傾向のうち、不祥事のトレンドが感覚ではなくデータ（件
数）として把握できたこと、また、そのトレンドとなっている品質偽装カテゴリー
の不祥事は、法令ないし公的規格だけでなく、顧客仕様違反が相当数あることを客
観的に把握できたこと、理由の傾向についても不祥事のカテゴリーに応じた特徴
を把握できたことはとても重要な知見となった。第３章で紹介した先行研究とは
まったく異なる方法からアプローチし、その結果として先行研究では明かされて
いない上記知見が得られたことが本研究の本質的意義である。  
 
第２節 実務的応用可能性と限界 
 
本研究自体の限界に留意しておかなければならない。まず、本調査の対象とした
調査報告書が企業不祥事のすべてを包括しているものではなく、あくまでも個々
の個別の事案について、それぞれ異なる人物が第三者委員として選任されて、その
もとで作成されたものであり、事実関係も、その分析の視点も同じではない。それ
が故に、本研究で得られる知見はあくまでも部分的である。また、本調査の方法と
して、筆者が報告書を読み主観的に評価していく方法とテキストマイニングとい
う方法を併用しているが、前者については筆者１人による主観的な評価であり、後
者についても、頻度がそのテキストにおけるコンテクストを表しているという前
提の考え方が絶対的なものではない。それが故に、本研究で得られる知見も絶対的
ではない。  
以上のような限界があるものの、本研究は、ここで得られた知見を具体的に実務
で応用する可能性を秘めている。不祥事対応プラクティスの文脈、すなわち臨床法
務において、発生した不祥事のカテゴリーの内容に応じて、企業のどの部署・人材
が中心となって、どのような動機・理由から、どのようなプロセスを経て不祥事が
発生しているのかを調査する際の参考になる。実務では、この不祥事対応は非常に
時間が限られた中で、調査のうえで分析をし、調査報告書を提出することまでを完
了しなければならない。何らかの「あたりをつける」ことは非常に重要である。  
また、特に理由分析をする際にも、候補となる項目及びそのウエイトのベースと
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して参考にすることが可能である。さらに、先行研究との対比結果が示しているよ
うに、調査委員会という原理的に外部者視点になりがちな点を補うべく、内部者視
点からの原因項目をあえて注意して観察するということもできよう。具体的な施
策として、調査委員会が従業員アンケートを行う事例もあることもあるため、先行
研究で利用された質問項目を参考にアンケートを実施するということも非常に興
味深い選択肢と思われる。  
加えて、本研究の知見は、不祥事を未然に防ぐという予防法務の観点からも応用
可能である。これまでの上場企業で生じてしまった不祥事の原因の傾向に照らし
て、自社（弁護士の場合はクライアント先企業）は問題ないか、ということをチェ
ックすることが可能である。  
以  上   
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